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１．現地開催（第２・３回研究会）

令和６年度地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催・現地調査 概要

● 第２回研究会：栃木県開催（令和６年８月29日）
・参加者：13団体、県庁、研究会座長・委員

● 第３回研究会：鳥取県開催（令和６年10月４日）
・参加者：18団体、県庁、研究会座長・委員

◼ 訪問先 【栃木県】栃木県庁、宇都宮市、小山市 【鳥取県】米子市、琴浦町
◼ 主な意見等
・業務量や要求される質も高まっている一方で職員の年齢構成は若年化している。チーム力の発揮が求められ
る局面であるが、声を掛け合える余裕や時間がないと感じている。
・メンタル不調の原因として昔は業務量が多かったが、最近は本人の気質や職場内の人間関係が多い。また、
家庭の問題などもあり、原因が複合化しているケースが多い。
・外部資源の共有など広域的な連携も視野に入れていく必要がある。

２．研究会概要

（令和７年３月）（令和７年３月）

◎ ◎

３．現地調査
（研究会現地開催と並行して、開催県内の地方公共団体を直接訪問し、首長等との面会や実務担当部署との意見交換を実施）

● 第２回研究会
◼ 栃木県宇都宮市、栃木県小山市、松原光代委員から事例等を発表
◼ 職員規模が近い団体とフリートーキングを実施 ※第３回も同様
・メンタルヘルスにおける現状や悩みを共有できた、他団体の取組を知ること
ができて参考になったとの意見が多数。

◼ 若年層職員に対する取組について
・若手職員と市２役とが集まるランチミーティングなどの場を設け、リラックスした雰囲気の中で若手
職員が抱える困りごとの声を拾う機会を設け、さらにそれを研修内容や職場環境の改善に反映すると
いった取組を実施している。

・看護職が新採用職員と入庁後６か月までに面談を実施し、健康状態を確認している。面談の結果によ
り、専門家への相談や電話やメールでの支援を行っている。これにより、新採用職員の心身の健康状
態を把握し、メンタル不調の早期発見につなげることができている。

◼ 管理監督者に対する取組について
・新任係長に対する臨床心理士による面談を実施。心理検査を活用し、部下との関わり方や自身のスト
レスマネジメントについてアドバイスを受けることで、自身の性格傾向や行動パターンを知り、より
よい人間関係に役立てることができている。

● 第３回研究会
◼ 鳥取県米子市、鳥取県琴浦町、出雲谷恭子委員から事例等を発表
◼ 若年層職員に対する取組について
・管理職以外の職員対象研修は任意となっており、参加者が少ない傾向から、新採用職員全員を対象に
個別相談会を開催した。

◼ 管理監督者に対する取組について
・メンタルヘルス対策の中心は管理監督者であり、その点を計画に明記した。ただ、管理監督者自身を
フォローすることも同時に重要である。

・管理監督者が部下の職員とどのようにコミュニケーションをとったらいいのか等を具体的に示した
「管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル」を策定した。

・計画を元に管理職対象の研修会を開催。管理職が積極的に部下を気にかけるようになるなど、変化が
あった。
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第2回研究会 栃木県開催

第2回研究会（栃木県開催）概要
【開催概要】
・・日　　時：令和 6 年 8 月 29 日（木）13 時 30 分～
・・会　　場：栃木県総合文化センター　第 1 会議室
・・参加団体：栃木県（職員厚生課、市町村課）、13 団体（会場 11、オンライン 2）
・・参加委員：（会場）大杉座長、赤津委員、齋藤委員、鈴木委員、松尾委員、松原委員
　　　　　　（オンライン）出雲谷委員、川波委員
【議題】

1 ．メンタルヘルス対策に関する計画（例）の概要
2 ． 研究会委員（松原委員）による報告『人的資源管理の

観点からのメンタルヘルス対策』
3 ．地方公共団体による事例発表（宇都宮市、小山市）
　　宇都宮市「 宇都宮市のメンタルヘルスの取組について」
　　小 山 市「小山市メンタルヘルス取り組み状況」
4 ．「現地開催事前アンケート調査」結果概要
5 ．フリートーキング 

【主なポイント・課題】
メンタルヘルス対策へのトップの理解と計画策定後の課題
・・「副市長は計画を整備した当時の担当係長であり、メンタルヘルス対策に対する市長や副市長

の理解がある中で事業を進めることができている。」（小山市）
・・「計画のうち基本方針など恒久的なものは大きな影響があるときに見直すこととし、成果指標

の達成状況の審議、事業見直しを毎年行うようにした。」（宇都宮市）
・・「計画を策定しているが、休務者の割合が減少しているわけではない。」（宇都宮市、小山市）

【現地調査の概要】
※ 研究会現地開催と並行して、開催県内の地方公共団体を直接訪問し、首長等との面会や実務担当部署

との意見交換を実施
1 ．栃木県宇都宮市〔令和 6 年 8 月 28 日（水）〕
　　参加者（計 15 名）：〔宇都宮市〕人事課、健康相談室
　　　　　　　　　　　〔研究会〕 大杉座長、赤津委員、齋藤委員、松尾委員、オブザーバー、

事務局
2 ．栃木県小山市〔令和 6 年 8 月 28 日（水）〕
　　参加者（計 19 名）：〔小山市〕 副市長、総務部長、総務部次長、職員課、産業医、富士通

Japan 株式会社
　　　　　　　　　　　〔研究会〕 大杉座長、赤津委員、齋藤委員、松尾委員、オブザーバー、

事務局
3 ．栃木県職員厚生課〔令和 6 年 8 月 29 日（木）〕
　　参加者（計 16 名）：〔栃木県〕職員厚生課
　　　　　　　　　　　〔研究会〕 大杉座長、赤津委員、齋藤委員、松尾委員、松原委員、オブ

ザーバー、事務局
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研究会委員による報告概要（第2回研究会）

報告者：松原	光代	氏（近畿大学経営学部　キャリア・マネジメント学科　准教授）

人的資源管理論、キャリア論、女性労働論を専門にダイバーシティ・マネジメント、ワーク・ライフ・バランス、
働き方改革などを対象に研究。本研究会委員や厚生労働省による中小企業育児・介護休業等推進支援事業の座長な
どを務める。

【健康経営という考え方】

① 健康経営とはなにか
　健康経営の定義は、経済産業省により「従業員の健康保持・増進の取組が将来的に収益性
等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を経営視点から考え、戦力的に実践すること」
と定義されている。健康経営が注目される背景として、少子高齢化の進展により労働力人口
が減少している中で、多様な人材の活用と労働力の質の向上が求められていることがある。
健康経営のポイントは、法的・行政的リスクへのマネジメントではなく、「職場」に焦点を当
てて、職場の機能低下をいかに解決していくかである。また、労働者の強み、成長といった
ポジティブな状態の醸成に焦点を当てることやリカバリー、睡眠、ワーク・ライフ・バラン
スといった要因にも注目している。

② 健康経営が注目する目標値：ワーク・エンゲイジメント
　健康経営の実現には、ワーク・エンゲイジメントがポイントである。ワーク・エンゲイジ
メントとは、「ポジティブで、達成感に満ちた、仕事に関連のある活力、熱意、没頭を有して
いる状態」と定義される。ここでいう「活力」は、努力を惜しまず困難に粘り強く取り組ん
で、失敗しても回復力があるという状態。「熱意」は、仕事に意義や熱意、挑戦、誇りなどを
感じている状態。「没頭」は、幸せな気持ちで仕事に夢中になり、時間が早く過ぎていく状態
を指す。ワーク・エンゲイジメントは、モチベーションの 1 つとして捉えられ、なぜ自分は
働くのかが明確になっている点がポイントである。そして、ワーク・エンゲイジメントを高
めることで、心理的ストレスなどは軽減され、家族や仕事の満足感、パフォーマンスも上が
ることが明らかになっている。

③ 心理的資本と心理的安全性
　心理的資本とは、希望、自信、柔軟性、楽観性の各要素がそれぞれ業績と相関し、その相
乗効果によって高い業績に結び付くものであり、これらは個人の形質ではなく職場で醸成さ
れるものである。ワーク・エンゲイジメントを高めるには心理的資本を高めることが必要で
あり、そのためには組織レベル、部署レベル、作業レベルの仕事の資源が重要である。
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　そして、その心理的資本を確保する鍵が「心理的安全性」である。「心理的安全性」とは、
支援を求めたり、ミスを認めるなど対人関係のリスクをとっても、制裁を受けるような結果
にならないと信じられる状態であり、これを職場全体が認識し、互いに尊重しあう環境を確
立することで心理的資本の醸成が図られる。

④ 管理職の役割と求められる能力
　管理職は、職場の「心理的安全性」確保のキーマンである。かつては、業務に関する経験
や専門スキルが主に求められていたが、現在の管理職には、対人関係力が最も求められてい
る。管理職の役割は、職員に役割を認識させ、職員がその役割を遂行する上で必要な能力開
発を支援し、課題が生じれば話し合い、そうした体験を通して職員本人の仕事意欲を高め心
理的資本を高めるよう、人事管理上の役割を果たしながら、業務を円滑に遂行する役割が求
められている。

【まとめ】
・・多様化する人材の活用と労働力の質の向上が求められている中で、健康経営が注目され
ている。
・・健康経営の実現には、ワーク・エンゲイジメントがポイントとなり、このワーク・エン
ゲイジメント向上には、心理的資本と心理的安全性が重要である。
・・管理職が、従来と現在の求められるスキル、能力の変化を踏まえて、職員と対話・傾聴
し、支援することで、職員のメンタルヘルス不調の防止策にも寄与すると言える。
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2024年8月29日
近畿大学 経営学部
准教授 松原光代

1

令和6年度「総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会」

人的資源管理の観点からのメンタルヘルス対策

2

自己紹介
東京ガス㈱入社後、女性労働問題とその解決策を検討すべく、学習院大学大学
院へ進学、博士課程修了。博士（経済学）。その後、東京大学社会科学研究
所客員研究員、学習院大学特別客員教授、PwCコンサルティング主任研究員を
経て現職。
専門は、人的資源管理論、キャリア論、女性労働論（ダイバーシティ・マネジメント、
ワーク・ライフ・バランス、働き方改革などを対象に研究）
主な著書として、「ワーク・ライフ・バランス施策が効果的に機能する人事管理」（武
石恵美子編『国際比較の視点から 日本のワーク・ライフ・バランスを考える』ミネル
ヴァ書房、2012所収）、「転勤が総合職の能力開発に与える効果」（佐藤博樹・
武石恵美子編『ダイバーシティ経営と人材活用―多様な働き方を支援する企業の
取組み』東京大学出版会、2017所収）「ワーク・ライフ・バランス」（鈴木竜太・谷
口智彦・西尾久美子編『1からのキャリア・マネジメント』碩学舎、2023所収）など。
総務省「地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会」委員、厚生労
働省による中小企業育児・介護休業等推進支援事業の座長などを務める。

研究会委員による報告資料（第2回研究会・松原委員）
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本日お話したいこと

3

2

3 事例
～A市役所における健康経営の取組

1 「健康経営」という考え方

ワーク・エンゲイジメントを支える柱
～心理的安全性≒インクルージョンの鍵となる管理職

「健康経営」という考え方

4

１
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•主治医から回復状態、今後の見通し（通院頻度、副作
用の可能性、職務遂行能力の低下の可能性（期間）、
業務上配慮すべき事項を確認する

•復職支援プランを作成する など

予防

準備
(インフラ整備)

認知
(罹患の判明)

治療
(通院/休職の

対応)

復職
(復帰の支援)

•健康診断等や再検査、精密検査の受診の推奨
•治療を含む両立支援を可能とする職場風土や円滑な業務運
営が可能な職場づくりの醸成の取組の推進など

•社内の規定の確定/見直しや健康情報の取り扱いに係る
ルールの確定などの社内インフラの整備

•両立に関わる各当事者の役割の明確化と周知 など
疾病等罹患後に必要な両立支援を適時に提供できる仕
組みの構築

・自身の状況を客観視した上で、復職に向けた治療に臨め
るようにする
・診断・治療のための休暇や業務負担の軽減等、職場復
帰までの支援体制を構築する

・本人には、治療に専念してもらう
・上司は適宜本人から治療や体調の状況を把握
・人事部門は、上司から定期的に治療の進捗や様子を把
握し、必要に応じて事前の策を準備

・順調な職場復帰が可能となるよう調整・支援
・本人の体調に無理のない業務、働き方を提供
・必要な通院時間を確保し両立への自信を醸成
・周囲の同僚の業務配分等にも配慮しお互い様の職場風
土を醸成する

社員の健康に配慮し、健康を維持・増進する
（健康経営の実践と推進）

•本人が主治医から診断内容や治療方針と治療内容、復
職までの予想期間等に係る情報を得て人事部門や職場
の管理監督者へ報告する

•関係者で面談し、治療と仕事の両立に係る支援内容お
よび体制を検討・実施する など

•定期的に治療や回復状況、職場の状況などについて情
報交換し、互いの信頼関係を構築する など

フェーズ フェーズの目的 各フェーズの目的の実現に必要なアクション

治療と仕事の両立における「健康経営」の位置づけ

健康経営の考え方

6

◼ 「健康経営」は、法的・行政的リスクへのマネジメントではなく、「職場」に焦点を当て取り組む
⁃ 法的・行政的リスクに目が向くと、長時間労働による健康問題の対策に焦点が当たりがち
⁃ 職場のコミュニケーションなど、職場の機能低下が従業員のメンタルヘルスに影響を与えていることに注目
⁃ 人材育成と組織開発を通じた新しい経営戦略として取り組むメンタルヘルス対策

① 労働者の健康を経営資源の１つととらえる
② 労働者の強み、成長、ポジティブな側面を促す対策を推進する
③ 職場内要因（物理的および心理社会的環境）だけでなく、リカバリー、睡眠、ワーク・ライフ・バラ

ンスなどの要因にも注目した対策を推進する （東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野教授 川上憲人氏による）

「健康経営」の定義
従業員の健康保持・増進の取組が将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を経営視点
から考え、戦略的に実践すること（経済産業省）
※「経営」とは必ずしも企業の収益向上に対する取組ではなく、組織の目標達成のための取組を言う

「健康経営」が注目される背景
• 少子高齢化の進展により労働力人口が減少している現在、多様な人材の活用と労働力の質の向上が求めら
れている
‒ 「不調」を防ぐだけでなく、労働者の強みを伸ばし、生き生きと働くことができる状態の創出に関心
‒ 不確実性の高い時代において、能力開発に対する積極的投資が困難になる一方、「質の高い」労働力
への重要性が叫ばれ、労働者のプレッシャーが増大

‒ 働き方の多様化と技術進歩の進展による仕事と仕事以外のオン・オフの切り替えの難しさ
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7

◼ 定義・・・「ポジティブで、達成感に満ちた、仕事に関連のある活力、熱意、没頭といった状態を特徴に有する」
（ユトレヒト大学・シャウフェリ教授ら）

– 活力：努力を惜しまず、困難に粘り強く取り組み、失敗しても回復力がある
– 熱意：仕事に意義や熱意、挑戦、誇り、インスピレーションなどの気持ちを感じている
– 没頭：幸せな気持ちで仕事に夢中になり、時間が速く過ぎ、仕事から自分自身を切り離すのが難しい状態

◼ ワーク・エンゲイジメント（以下、WE）はモチベーション（動機付け）の１種
‒ 「なぜ一生懸命働くのか」の目的が明確

◼ WE ⇔ バーンアウト
‒ バーンアウト：疲弊・冷笑的態度、職務効力感の低下…「メンタル不調」の状態

◼ WEと類似する状態

◼ バーンアウトの状態を調整するだけでなく、対極の「WE」な状態へを移行していくには、「心理的資本」の醸成が重要

「健康経営」が注目する個人の心の資源：ワーク・エンゲイジメント

ワーカホリズム（次頁結果参照） 職務満足
• 絶え間なく働こうとする衝動や統制できない欲求
• 特徴：①一生懸命働きすぎること、②強迫的な
内的衝動を有する

• 自分から率先して主体的に行動する、という概
念が含まれる点は、「活力」に似た要素がある

⋅ 重複する点はあるが、「職務満足」は、
WEに比して活動水準（熱意、没頭、活
力）の強度が低い

活
動
水
準

仕事への態度・認知

＋

-

＋-

ワーク・エン
ゲイジメント

職務
満足

ワーカ
ホリズム

バーン
アウト

WEとワーカホリズムのアウトカムの違い

8

ワーク・エンゲイジメント

ワーカホリズム

活力 熱意 没頭

不健康

生活満足感

仕事の
パフォーマンス

働きすぎ 強迫的な働き方

.19

.87 .94 .86

.69 .64

心理的
ストレス反応

身体愁訴

職務満足感

家族満足感

仕事の
パフォーマンス

※図中の数値は標準化偏回帰係数
出所：Shimazu & Schaufeli(2009) Industrial Health,47,pp495-502

マイナスの影響
プラスの影響

－.58

－.45

.67

－.11

.83

.97

.71

.79

.41
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心理的資本（HERO）とは
◼ 心理的資本（HERO）は、個人の形質ではなく、職場内で創られる肯定的な心理的発達状態

‒ HEROは職場で醸成される
◼ 各要素がそれぞれ業績と相関し、その相乗効果によって高い業績に結び付く

心理的
資本

自信
Efficacy

希望
Hope

楽観性
Optimism

柔軟性
Resiliency

チャレンジングな仕事を成功させるための
努力を惜しまずに取り掛かるための自信
（効力感）を持つこと

目的を貫徹し、必要に応じて成就するため
の目的（希望）への道筋を見直すこと

現在や将来における成功に関して、肯定的な意識
（楽観）を形成すること

問題や逆境に陥ったときに、くじけずに立ち直ったり、
成功を成就するために乗り越えること（柔軟性）

資料：Luthans, F., Youssef, C. M., Avolio, B. J. (2007) 
Psychological Capital Developing the Human 
Competitive Edge, OXFORD University Press 9

WEの醸成に必要な要素とポジティブな効果までのプロセス

• 仕事のプレッシャー ・対人業務における情緒的不安 ・精神的負担 ・肉体的負担
仕事の負荷

ワーク・エンゲイジメント
（活力・熱意、没頭）

ポジティブな効果
• 離職率の低下（定着率の向上）
• 健康増進
• 自発性の向上
• 組織コミットメントの向上
• 仕事の革新性、創造性の向上
（イノベーション）

• 仕事のパフォーマンスの向上

個人の資源（心理的資本※）
• 希望:Hope
• 自信（自己効力感）:Efficacy
• 柔軟性:Resilience
• 楽観主義:Optimism

資料：厚生労働省『令和元年版 労働経済の分析 －人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について－』を基に松原が加筆・修正 10

作業レベル
• 仕事の意義
• 役割明確さ
• 成長の機会
• 仕事のコントロール

部署レベル

• 上司の支援
• 同僚の支援
• 上司の公正な態度
• ほめてもらえる職場
• 失敗を認める職場
• 経済地位/尊重
• 安定報酬

組織レベル
（制度整備）

• 経営層との信頼関係
• 変化対応力の醸成
• 個人の尊重
• 公正な人事制度
• キャリア形成
• ワーク・セルフ・マネジメント支援

仕事の資源

職場マネジメント
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ワーク・エンゲイジメントを支える柱
～心理的安全性≒インクルージョンの鍵となる管理職

11

2

心理的安全性

12

【再掲】「健康経営」が注目される背景
• 少子高齢化の進展により労働力人口が減少している現在、多様な人材の活用と労働力の質の向上が求められている

‒ 「不調」を防ぐだけでなく、労働者の強みを伸ばし、生き生きと働くことができる状態の創出に関心
‒ 不確実性の高い時代において、能力開発に対する積極的投資が困難になりつつある一方、「質の高い」労働力への重要性が叫ばれ、

労働者へのプレッシャーへの高まり
‒ 働き方の多様化と技術進歩の進展による仕事と仕事以外のオン・オフの切り替えの難しさ

これらができる管理職の役割が重要視される

管理職は、多様な人材が安心して自分の意見を表明できるような職場風土づくりとしての「心理的安全性」が担保され
る職場とすることが求められる

「心理的安全性」（エイミー.C.エドモンドソン、アメリカ、ハーバード大学、組織学研究）とは
• 支援を求めたり、ミスを認めるなど対人関係のリスクをとっても、公式、非公式にかかわらず、制裁を受け
るような結果にならないと信じられる状態

• この状態の職場環境では、失敗しても、支援を求めても他の人が冷たい反応を示すことはなく、ばつの
悪い思いをするのではないか、という「不安」になることがない

• むしろ、率直であることが許され、期待されている
• 心理的安全性は、人々が感じているときに存在するものである
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心理的安全性の誤解
■ 感じよくふるまうことではない

– 誰もがいつも相手の意見に賛成することではない、賞賛や無条件の支持を得られるわけでもない
– 建設的に反対したり、気兼ねなく考えを交換しあったりできるということ

■ 性格の問題ではない
– 外交的であるから意見を言えるのではない、内向的であるから意見を言わない・発言をしないのでは

ない
– 様々な個性を持つ人が同様に安心して意見を言えるという状態が心理的安全性

■ 「信頼」と同じではない
– 「信頼」は、二人の個人あるいは二つの組織間での相互作用。また、「信頼」は相手が“確かに約束

を果たす”という経験・時間の流れのなかで醸成されるもの
– 「心理的安全性」はグループレベルで存在し経験していること。また、心理的安全という経験は、相手

との間に直ちに現れる
■ 目標達成基準を下げることではない

– 高い基準を守る必要のない勝手気ままな環境のことではない、職場で気楽に過ごすというものでもな
い

– 正直かつ率直に話すことを可能にし、ゆえに互いに尊敬しあう環境において確立するものであるため、
好奇心旺盛で、協力しあえる職場となるため、結果的に高い成果を上げる職場環境の土台になる

13

心理的安全性の指標

■ このチームではミスをしても、とがめられな
■ このチームでは、メンバーが困難や難題を提起することができる
■ このチームの人々は、他と違っていることも傾聴する
■ このチームでは、安心してリスクをとることができる
■ このチームでは、メンバーに支援を求めることができる
■ このチームには、私の努力を踏みにじるような行動を故意にする人は誰もいない
■ このチームのメンバーと仕事するときには、私ならではのスキルと能力が高く評価され、活
用される

※エイミー.C.エドモンドソン（2021）『恐れのない組織』 p.47より松原が一部修正・加筆

14



48

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（松原委員報告概要）

「心理的安全性」とダイバーシティにおける「インクルージョン」の関係

15

職場の一員として認められている程度 高低

高

独
自
の
価
値
が
認
め
ら
れ
て
い
る
程
度

排 他 同 化

分 化 インクルージョン

職場の一員として認められておらず、自分
の独自性や能力も組織の成功のために必
要とされていない

職場の一員として認められてはいるが、自分の独
自性や能力は組織の成功のために必要とされて
いない、あるいは自分の独自性を発揮しないこと
で仲間として認めてもらえる

職場の一員としては認められていないが、
自分の独自性や能力は組織の成功のた
めに必要とされている

職場の一員として認められており、自分の
独自性や能力は組織の成功のために必
要とされている

出所：Shore, et.al.（2011） “Inclusion and Diversity in Work Groups: A Review and Model for Future Research”, Journal of Management 37(4),pp.1262-
1289 の内容を基に作成

インクルージョンとは：職場の一員として認められており、自分の独自性や能力は組織の成功のために必要とされている状態
• 従業員が、情報資源を利用でき、仕事集団に携わり、意思決定プロセスに関わる権限を持っている
• 従業員を集団の一員として迎え入れつつ、個人の独自性を見出す取組
• 従業員がインクルージョンを知覚すると組織内での協力的行動、組織コミットメント、職務満足が高まる
• 組織側のインクルージョンの取組を従業員が知覚することで、彼らの態度・行動にプラスの効果をもたらす可能性がある

≒「心理的安全性」

インクルージョンを創出する「職場マネジメント」

16
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現在、管理職にとって必要な能力
あなたが管理職になるときに評価された能力
あなたが入社した当時の管理職に必要とされていた能力

資料：中央大学大学院経営戦略研究科ワーク・ライフ・バランス＆多様性推進・研究プロジェクト(2018）『職場における男女正社員の育成に関する管理職調査』

管理職に求められるは「対人関係能力」
∵多様な人材が職場メンバーの多数を占める状況になり、自分が一般職の時に上司だった管理職のマネジメントと求
められる能力に変化→職場メンバーとのコミュニケーションの重要度が高まってきている
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管理職の役割

17

上記①～③の履行を支える仕組みとしての「人事管理制度」

従業員の監督

①影響活動
（個々の従業員の意思決定に望
ましい影響を与えようとすること）

②直接介入
（命令） ③選別

（昇進・配置）

報酬管理
賃金・昇進など

タスクの遂行
職務を遂行するプレイヤーとして、組織内での中堅として自ら判断し、タ
スクを担う

人事管理上の機能

組織運営上の機能

雇用管理
教育、異動・配置など

就労管理
働き方、休業・休暇など

「労働生産性」＝労働意欲×能力

「人を通じて事を成し遂げる」
①自分の職場のメンバーに自分たちの担うべき役割を理
解させる

②自分の職場のメンバーがそれぞれの期待役割を実現で
きるよう、および希望するキャリアを実現できるよう、必
要な職業能力を習得させる（能力が不足する場合は
能力開発を支援する）

③自分の職場のメンバーが高い水準の仕事意欲を持続
できるよう支援する

管理職群 ここでは主に課長クラス（ライン管理職）の定義とする…
組織の中で一定の権限とそれに伴う責任を有する

近年の管理職に求められるもの

18

概念化スキル（コンセプチュアルスキル）：複雑な状況を分析・判断する能力

対人スキル（ヒューマンスキル）：コミュニケーションをとり、他者を理解し、育成し、仕事を任せ、仕
事意欲を高めるなど、他者と協調して仕事をする能力

技術スキル（テクニカルスキル）：特定の業務を遂行するために必要な知識・技術としての業務遂
行能力

政治スキル（ポリティカルスキル）：権力基盤を築き、人脈を作り上げる能力

今の時代は聞かないとわからない

これがないと意欲的に働いてもらえない

自身も学び直しをしないとならない

社外へのネットワーク拡大も不可欠

これまでの経験値だけでは、管理職として「他者を通した。
「こうに違いない」という平均値は、部下のアイデンティティに依存する。
基本は「個別管理」「個別対応」、それをまとめるための対話が重要になる ➡ 「対人スキル（ヒューマンスキル）」の比重大
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「対人スキル（ヒューマンスキル）」が重要な理由
■ 管理職と部下の価値観などが異なる

✓部下とのコミュニケーションによる部下理解が重要に（∴ 「傾聴」が重要と言われる）
✓傾聴し、心理的安全性が確保されないと不安が払しょくできない → メンタル不調に陥るリスク

19

単位：% 2020年 2019年 2018年 10年間の比較

相手の意見や考え方に耳を傾けること 53.7 49.2 47.4 9.7pt

1人ひとりに対して丁寧に指導すること 46.9 44.8 41.7 14.9pt

好き嫌いで判断しないこと 37.3 34.5 32.5 3.7pt

良いこと・良い仕事を褒めること 34.0 26.5 24.1 13.0pt

職場の人間関係に気を配ること 29.7 27.8 26.3 5.7pt

仕事に情別をもって取り組むこと 25.1 29.1 26.9 -6.9pt

言うべきことは言い、厳しく指導すること 18.3 24.4 28.6 -18.7pt

周囲を引っ張るリーダーシップ 13.7 16.7 19.8 -16.3pt

仕事がバリバリできること 10.0 11.8 14.3 -1.0pt

ルール・マナーを守り、清廉潔白であること 7.1 9.3 9.5 -1.9pt

部下に仕事を任せること 3.4 5.8 5.4 -2.6pt

その他 0.6 0.6 0.8 -1.4pt
出所：日本生産性本部(2019)『新入社員「働くことの意識調査」 』

上司に期待すること

19

単位：% 2020年 2019年 2018年 10年間の比較

仕事に必要なスキルや知識を身に付けること 49.1 43.8 42.3 11.1pt

社会人としてのルール・マナーを身に付けること 46.9 42.2 43.8 -3.1pt

周囲（職場・顧客）との良好な関係を築くこと 37.7 38.2 38.9 -1.3pt

任された仕事を確実に進めること 37.4 36.2 34.5 4.4pt

元気にイキイキと働き続けること 30.6 28.9 29.3 -2.4pt

失敗を恐れずにどんどん挑戦すること 25.4 28.4 29.9 0.4pt

仕事で高い成果を出すこと 20.0 19.1 17.7 6.0pt

何があってもあきらめずにやりきること 18.9 17.2 18.5 -5.1pt

何ごとにも率先して真剣に取り組むこと 15.1 19.7 17.5 -2.9pt

新しい発想や行動で、職場に刺激を与えること 9.1 13.1 13.2 -3.9pt

会社の文化・風土を尊重すること 2.0 2.7 2.7 

その他 0.9 0.5 0.9 0.9pt

社会人として働くうえで大切にしたいこと

「健康経営」がポジティブな効果をもたらすまでのプロセス

20

利 益
健康経営の施策

• 疾病管理
• 健康増進
• EAP（Employee Assistance 

Program）

• 組織風土の醸成
• モラルの醸成
• 職場の人間関係の円滑化

• 健康リスク
• 薬物乱用
• 予防可能な病気

• 仕事に対する身体的・感情
的能力(ワーク・エンゲイジメント）

• 仕事に対する欲求

個人の業績

アブセンティーイズム
（病欠、病気休業）

プレゼンティーイズム
(健康が原因による生産性低下）

生産性
出所：O’Donnell（2000）

• 職場や組織全体で健康増進に取組む組
織風土を醸成

• 健康増進活動を通した職場コミュニケーショ
ンの活性化を図る
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21

【前提】
従業員の健康状態、職場環境、労働時間の実態把
握（課題の明確化）

健康経営宣言

③制度・施策の実行
⁃ 各ステークホルダーの連携による健康づくり事業の運営・確立

①経営理念・方針への位置づけ
⁃ 管理監督者、従業員への周知

②組織体制づくり
⁃ 専門資格を持つ職員の配置
⁃ 担当職員に対する研修の実施 など

④評価・改善
⁃ 中期的な効果検証

⑤法令順守・リスクマネジメント
⁃ 定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施、50人以上の事業場におけるストレスチェックの
実施、従業員の健康管理に関連する法令について重大な違反をしていないこと

健康経営の構造

企業 健保組合
産業保健スタッフ

経営者 保険者

労
働
者

被
保
険
者

コラボヘルス

医療費

ヘルスリテラシー

生産性

ワーク
エンゲージメント

事例

22

3
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A市役所における健康経営の取組み
■ 2015年、2016年に連続して生じた職員の不祥事の原因追及を進めるなか、増大する市民からの要望への対応、

ミス無き議会対応等により、職員の疲弊、不安感の増大が問題化
– メンタルヘルス不調者の増加
– これらの問題が職員の主体性や職場の関係性と関連していることが顕在化

23

■ 2016年4月～2017年3月まで「H-H-Hの会」（Health(健康施策）× Human（従業員）＝ Happinesst
（企業と従業員の幸福））へ参加
– 神戸大学大学院経営学科研究科 金井壽宏教授による健康増進施策をモチベーションや企業の生産性向

上に結び付けることを検討する研究会
– 職員が仕事に対して主体的に取り組むことの推進

■ 「働き方改革」への取組み
① 20年前に比べ職員が約400名削減されている一方で、業務量が減少していない状況を把握
② 外部機関を活用し、各部署の業務量調査を実施
③ 「業務を法令に基づいてやらなければならない業務」、「職員がやるべき業務」、「それ以外」の３つに分類し、

「それ以外の業務」については業務削減を推進
④ ワーク・ライフ・バランスの推進

⁃ 「イクボス宣言」 など

参考資料

■ 川上憲人（2012）『労働者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究』
■ 島津明人（2014）『ワーク・エンゲージメント』労働調査会
■ 島津明人（2017）『職場のポジティブメンタルヘルス2ー科学的根拠に基づくマネジメントの実践』誠
信書房

■ 森永雄太（2019）『ウェルビーイング経営の考え方と進め方－健康経営の新展開』労働新聞社
■ E.C.Edomondson（2021）『恐れのない組織』野津智子訳、村瀬俊朗解説、英治出版
■ O’Donnell, M. P.（2000）” Health and Productivity Management; The Concept, Impact, 

Opportunity: Commentry to Goetzel and Ozminkowski,” American Journal of Health Promotion, 
14, pp.215-217

24
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ご清聴ありがとうございました
mitsuyo.matsubara@bus.kindai.ac.jp
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現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（宇都宮市発表概要）

地方公共団体による事例発表概要【栃木県宇都宮市】

参考：団体基礎情報　（※については次頁以降の事例についても同じ）
【人口※1】515,831人
（※1：【総計】令和6年住民基本台帳人口・世帯数、令和5年人口動態）
【面積※2】416.85km2
（※2：令和6年全国都道府県市区町村別面積調 （令和6年7月1日時点））
【総職員数※3】3,320人（一般行政職員数2,293人）
（※3：令和6年地方公共団体定員管理調査 （令和6年4月1日時点））

● 宇都宮市のメンタルヘルスの取組について

〇メンタルヘルス計画の変遷
　宇都宮市は、厚生労働省策定の指針に基づき、平成 19 年度に第 1 次宇都宮市職員心の健康づ
くり計画を策定。以降、5 年ごとに改定を行ってきた。令和 5 年 3 月の改定では、基本方針、基
本目標、基本施策については、恒久的なものであることから、社会情勢の変化や法改正に伴い、
大きな影響が生じる場合に見直しを行うこととし、成果指標の達成状況について、毎年度、安
全衛生委員会に報告、審議し、適宜必要な見直しを行っていくことにした。
　改定したメンタルヘルス計画では「職員一人ひとりが、心の健康を保ちながら、いきいきと
働いています」を基本方針として、一次予防で「心の健康の保持増進」、二次予防で「心の不調
の早期発見・早期対応」、三次予防で「円滑な職場復帰」を基本目標に設定している。

〇若年層職員に対する取組
　若年層職員に対しては、一次予防として OJT サポーター制度、各種メンタルヘルス研修、二
次予防として新採用職員の健康相談を実施している。
　OJT サポーター制度は、新採用職員が業務上必要な知識や技術について、計画的に指導が受
けられるよう特定の指導者を定め、日常的な相談相手としての役割も担うことで、疑問や悩み
を相談しやすい環境を作っている。併せて、指導役となる職員を対象にした研修も行っており、
コミュニケーションの方法や不調が疑われる職員への相談対応のポイントを学ぶ機会を設けて
いる。
　メンタルヘルス研修は新採用職員向けを例年 5 月に実施し、6 月には初異動職員を対象とし
た研修を行っている。
　二次予防の新採用職員の健康相談では、職員健康相談室の看護職が新採用職員と入庁後 6 か
月までに面談を実施し、健康状態を確認している。面談の結果により、産業医や精神科嘱託医、
臨床心理士への相談や電話やメールでの支援を行っている。これにより、新採用職員の心身の
健康状態を把握し、メンタル不調の早期発見につなげることができている。
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〇管理監督者に対する取組
　管理監督者に対しては、一次予防として各種研修、ストレスチェックの結果に基づいた職場
環境改善への取組、個別相談を行い、二次予防として新任係長へのカウンセリングを実施して
いる。
　管理監督者を対象にした研修では、ストレスチェックの組織分析結果の見方や職場環境改善
に向けた取組を学ぶものや部下とのコミュニケーションスキルや不調者への対応を学ぶものが
あり、令和 6 年度からは発達障害の特性や相談先を案内する内容も追加している。
　また、新任係長には、メンタルヘルス不調が疑われる部下への対応方法をシミュレーション
し、ラインケアについてより深く学ぶ研修を実施している。
　二次予防として、新任係長に対する臨床心理士による面談を実施している。心理検査を活用
し、部下との関わり方や自身のストレスマネジメントについてアドバイスを受けることで、自
身の性格傾向や行動パターンを知り、よりよい人間関係に役立てることができている。
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宇都宮市のメンタルヘルスの取組について
～若年層職員及び管理監督者への支援～

令和６年８月２９日
宇都宮市 行政経営部 人事課

2

本市メンタルヘルス計画の変遷について

基本方針，基本目標，基本施策については恒久的なものであるといえるため，今後は社会情勢の変化や法改正
に伴い，本市の方針等に大きな影響が生じる場合，必要に応じて見直しを行う。
 しかし，メンタル不調による長期病休者数は高止まりで推移している状況であり，今後より一層，メンタル不

調の未然防止，早期発見・早期対応を推進するとともに，病休者の円滑な職場復帰に向けた取組の強化が必要で
ある。

心の健康づくり計画策定の経過
平成２０年１月 第１次心の健康づくり計画策定
平成２５年３月 第２次心の健康づくり計画策定
平成３０年３月 第３次心の健康づくり計画策定

厚生労働省が平成１８年３月に策定した「労働者の心の健康の
保持増進のための指針」に基づき，職員一人ひとりが生きいき
と元気に働くことを目指し，本市の計画策定

５年ごとの改訂

令和５年３月 改訂年度において

宇都宮市職員心の健康づくり計画
（令和５年４月～）

地方公共団体による発表資料（第2回研究会・宇都宮市）
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本市の現状と課題

3

メンタル不調による病休者状況
年代・新規等分類別病休者の数

新規病休者は２０代・３０代が多く，再取得
では５０代以上が多い。

在課年数・新規等分類別病休者の数

新規病休者は在課１～２年目に多く，過去
３年間増加している。

※新規病休者は若年層の在課１～２年目の職員が多い。
※ 個人が特定されることを防ぐため，グラフ上の人数は未記載

本市の現状と課題

4

ストレスチェックの結果の年代別割合 ストレスチェック結果の職位別割合

※ 30代・40代の監督者の年代は，結婚や昇任等により家庭や職場での役割や責任が大きくな
り，ストレス傾向が高いと考えられ，特に仕事上での職務職責が高くなる監督者という立場か
ら上司と部下の板挟みとなり，仕事上のストレス傾向が高いと考えられる。

全体と比較し，３０代・４０代のスト
レス者の割合が高い。

全体と比較し，監督者の高ストレス者
と軽度抑うつ者の割合が高い。

令和５年度ストレスチェック結果
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5

メンタルヘルス計画（あるべき姿と基本目標）

職員一人ひとりが，心の健康を保ちながら，生きいきと働いています。

① セルフケアを充実させ，心の健康の保持増進を図ります！ 
≪心の健康の保持増進（ 一次予防 ）≫

② 心の不調に早めに気づき，早期に適切な対応ができるよう支援体制を充実・強化
します！
≪心の不調の早期発見・早期対応（ 二次予防 ）≫

③ メンタル不調の職員が円滑に職場復帰できるよう全体で支援していく体制を整備
します！  
≪円滑な職場復帰（ 三次予防 ）≫

基本方針（あるべき姿）

基本目標

計画の体系図（若年層職員及び管理監督者支援抜粋）

6

（１）基本施策と施策事業の体系 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一次予防 ≪心の健康の保持増進≫ 

〔基本施策１〕 

メンタル不調の未然防

止に向けたセルフケア

の充実 

    

職
員
一
人
ひ
と
り
が
，
心
の
健
康
を
保
ち
な
が
ら
，
生
き
い
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と
働
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④ 管理・監督者等を対象とした研修 

⑤ 管理・監督者等を中心とした職場環境の把握と改善 

⑥ 各職場安全衛生委員会活動の実施 

⑦ 産業医による職場巡視 

⑭ 慣らし勤務の個別計画の作成と相談 

⑮ メンタルヘルス相談【復職時・復職後相談】 

⑯ 休職中職員の支援強化 

⑰ 職場への出前相談 

(再掲) カウンセリング 

三次予防 ≪円滑な職場復帰≫ 

 

〔基本施策２〕 

働きやすい職場環境づ

くりの推進 

① 心の健康診断  

② 階層別研修  

③ 職員への情報提供 

〔基本施策４〕 

確実な職場復帰に向け

た支援 

①～⑰の事業（具体的な取組） 

・新採用職員研修
・心の元気アップ講座（初異動職員）

・管理・監督者研修
・OJTサポーター研修

・メンタルヘルスチェック結果
に基づいた職場環境改善
・管理・監督者向け個別相談
(精神科嘱託医・臨床心理士)

・新任係長向けカウンセリング
・新採用職員の健康相談

若年層職員支援
管理監督者支援

セルフケア

産業保健スタッフ
によるケア

外部専門機関に
よるケア

産業保健スタッフ
によるケア
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7

若年層職員への支援

＜一次予防：心の健康の保持増進＞
・ OJTサポーター制度
・ メンタルヘルス研修

新採用職員研修
入庁後，初異動職員研修
OJTサポーター研修

＜二次予防：心の不調の早期発見・早期対応＞
・ 新採用職員の健康相談(産業保健スタッフによる)

8

若年層職員への支援

 

人材育成研修会講師
（所属外職員）へ相談

・OJTサポーター制度:（On The Job Training）
入庁後の１年間，新採用職員が業務上，必要な知識や技術について，計画的に指導が受けられ

るよう各所属で特定の指導者を定めている。また，日常的な相談相手としての役割を担うことで，
疑問や悩みを相談しやすい職場環境づくりに努めている。

※ ＯＪＴサポーターとは…
・ 年齢・職位などは問わず，対象職員の
担当する業務の概要を理解・習得していて，
勤務態度良好な職員をOJTサポーターとし
て選任している。
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若年層職員への支援

9

研修名 対象 取組内容

新採用職員研修 新採用職員
新採用職員が抱えがちなストレスについて理解する
とともに，自身のストレスの表れ方や対処方法，メ
ンタル不調の気づき方について学ぶ。

心の元気アップ講座
入庁後，初異動職員※
ジョブローテーション
により初めて別所属に
異動した職員

メンタルヘルスの基本となるストレスについて理解
するとともに，職場環境の変化に伴うストレスへの
対処方法を学ぶ。

OJTサポーター研修 OJTサポーター職員 職場内のコミュニケーション方法や不調が疑われる
職員への相談対応のポイントを学ぶ。

メンタルヘルス研修

【取組Point】
※ 入庁後，初異動職員
令和４年度まで２５歳職員を対象に実施していたが，メンタル不調の長期病休
者が在課１～２年目に多い状況から令和５年度より対象者を変更した。

10

若年層職員への支援

職員健康相談室の看護職が新採用職員と入庁後６か月までに面談を実施し，
健康状態等を確認する。

＜面談の結果，メンタル不調のサインがあった場合＞
産業医・精神科嘱託医・臨床心理士への相談につなげる。また，不調に陥

る可能性のある職員に対しては，３か月後を目途に電話支援を行っている。

新採用職員の健康相談

【支援の内容・工夫】
・職場や業務への適応状況・職場の人間関係・日頃の健康管理状況を確認し，
必要時のアドバイスを行う。

今後も気軽に職員健康相談室を利用できることを伝え，相談しやすい環境
づくりを心がけている。
【支援の効果】

⇒ 新採用職員の心身の健康状態を把握し，メンタル不調を早期発見する
 ことができる。
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11

管理監督者への支援

＜一次予防：心の健康の保持増進＞
・ 管理・監督者研修

・メンタルヘルス研修
・ハラスメント防止研修
・マネジメント研修

・ メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善
・ 管理・監督者向け個別相談(精神科嘱託医・臨床心理士)

＜二次予防：心の不調の早期発見・早期対応＞
・ カウンセリング（新任係長級職員）

管理監督者への支援

12

メンタルヘルス研修
研修名 対象 取組内容

管理者研修 各所属の管理者 メンタルヘルスチェックの組織分析結果の見方や職
場環境改善に向けた取組方法を学ぶ。

監督者研修 ※

監督者 

安全配慮義務を負う管理・監督者が，職場のストレ
ス要因や，ストレス軽減の方法を学習し，部下との
円滑なコミュニケーションスキルや実務上おさえて
おくべきメンタル不調者への対応等，職場のメンタ
ルヘルスに対する理解を深める。

新任係長級
上記の監督者研修に加えて，初めて監督者となった
職員を対象にメンタル不調が疑われる部下への対応
方法をシミュレーションし，ラインケアについてよ
り深く学ぶ機会を設けている。

【取組Point】
※ 監督者研修
発達面に特性のある職員への対応に苦慮する監督者からの相談が続いたこと
から，令和６年度より発達障害の特性や相談先を案内する内容を追加した。
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管理監督者への支援

13

管理監督者研修
研修名 対象 取組内容

ハラスメント防止研修 管理・監督者
ハラスメントがもたらす経営リスクを理解し，未然
に防ぐ回避法やハラスメントが起こってしまった時
の対処法を学ぶ。

マネジメント研修 管理・監督者 マネジメントの基本を確認し，組織運営の方法等を
学ぶ。

14

管理監督者への支援

８月 メンタルヘルスチェック実施

メンタルヘルスチェック個人結果返却10月中旬

10月下旬 所属別集団分析結果報告

所属別集団分析結果と
実施報告書共有

研修後，実施報告書作成

各部局長宛
データ送付

所属長個人宛
データ送付

11月中旬 管理者研修受講

※健康リスク値(総合リスク値)
１２０以上の所属は面談実施

意見交換，助言・指導 部内供覧後，実施報告書を
人事課に提出

人
事
課
・
委
託
業
者

課
長
等

部
局
の
長

部局長に供覧

面
談
実
施
報
告
書※

メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善の取組
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管理監督者への支援

15

所属別分析結果 研修実施報告書

「所属別集団分析結果」及び「管理者研修実施報告書」を部内で共有する。

メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善の取組

＜参考にする箇所＞
・改善へのヒント
・傾向と対策

・集団分析結果を振り返り
（要因や改善点の検討）

16

管理監督者への支援

メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善の取組

＜所属別集団分析結果にて健康リスク値※１２０以上の所属について＞
健康リスク値１２０以上の所属においては，部長が課長と面談し，意見交換や現状に
あわせた助言・指導等を行う。

【取組Point】
※ 所属別集団分析結果の共有
令和５年度より各所属長のみに共有していた集団分析結果を各部局

長にも共有し，組織マネジメントに活用できるようにした。部局長と
の共有の際，改善点等の指導だけでなく，管理者への労い等の声かけ
を併せて行うことを依頼している。
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17

管理監督者への支援

管理・監督者向け個別相談(精神科嘱託医・臨床心理士)

時期 相談者 対応者 相談内容

７月 希望者 精神科嘱託医 ・メンタル不調が疑われる職員への
対応方法
・職場環境改善のためのアドバイス
・管理・監督者自身のセルフケア８月 希望者 臨床心理士

（外部委託業者）

１１月 健康リスク値１２０
以上の所属の管理者

臨床心理士
（外部委託業者）

・所属別集団分析結果を踏まえた職
場環境改善のためのアドバイス
・管理・監督者自身のセルフケア

18

管理監督者への支援

カウンセリング（新任係長級職員）
・臨床心理士による新任係長面談を実施
実施時には心理検査（エゴグラム）を活用し，部下との関わり方や自身の

ストレスマネジメントについてアドバイスを行う。

【支援の効果】
・自身の性格傾向や行動パターンを知ることができる。
・自分のストレス傾向が分かる。
・自己理解が深まり，他者との関わり方の気付き，コミュニケーション
の改善に繋がる。
⇒ 上記のような学びや気付きから，部下とのコミュニ
ケーションの取り方の工夫やより良い関係構築に役立て
ることができる。
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その他（参考）：職員の働き方改革への取組

19

◎週休３日制・フレックスタイム制※等の導入 多様で柔軟な働き方の実現
・週休３日制やフレックスタイム制，テレワークなどの各制度により，個々の
ライフスタイルやメンタルヘルスニーズに合わせて生きいきと働ける環境を整
備している。（ ※ R６は試行。R７～本格実施予定）

◎長時間労働の是正 ワークライフバランスの改善
・長時間労働は，健康確保を困難にするとともに，仕事と家庭生活の両立を困
難にし，体の健康だけでなくメンタルヘルスへの影響も危惧されることから，
時間外勤務の管理徹底，縮減に向けた取り組みを実施している。

「働き方改革」は，働く人が，個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を，自分で「選択」
できるようにすることであり，本市において以下のような取り組みを実施しています。

◎カスタマーハラスメント対策 働きやすい職場環境整備
・悪質クレームや不当要求などの迷惑行為への対策として，対応方法の周知や
研修の強化を図っている。また，庁舎内の無断撮影行為の禁止や職員証のフル
ネーム表記の見直しなど，職員が安心して働ける職場環境の整備を進めている。

ご清聴ありがとうございました。
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地方公共団体による事例発表概要【栃木県小山市】

●小山市のメンタルヘルスの取組について

〇メンタルヘルス計画の策定にあたって
　小山市では、メンタル不調により休職を繰り返す職員が多く見られることやメンタル不調者
に対する対応がケースごとに異なり、客観性や統一性に欠けていた状況を受け、担当課や人事
担当保健師が中心となり、管理職と労働組合から職員を選出して計画策定ワーキンググループ
を立ち上げた。平成 27 年度に第 1 次計画を策定後は、あらゆる研修で周知啓発を行い、全庁的
な周知を図った。3 年ごとに見直しを行い、令和 3 年度からの第 3 次計画では、ハラスメント
に関する内容を追加したほか、多様化する職員の価値観に対して、変化を受け入れる柔軟な姿
勢と視野が必要であるという点で、心の健康に対する意識変容を図るという文言を追加した結
果、研修の受講率 100％達成やカウンセリングなどの相談機会の利用浸透につながっている。

〇現在のメンタルヘルスの状況
　計画策定後、取組を進めているものの、メンタル不調者は高止まりをし、休務者の割合は減
少していない。年代別で見ると、20 代から 30 代での発生が非常に高くなっており、休職に至っ
た原因は、職場の人間関係や個人の気質的な問題、思考の偏り、発達的な特性など、業務内容
や業務量ではないところで不調になっているケースが多いと思われる。原因が複合化していな
い場合は、短期間で復帰できたというようなデータも見られている。
　対応策として、現在の職員の層を階層別にアプローチを変えてみるのはどうかと考えている。
一概に同じアプローチをするのではなく、休職中であっても自身が困っている層、個人の特性
や発達的な課題などを持っている層、困り感がない層に分類し、働けている中でも心身不調等
のない層、働けてはいるものの生産性は低いプレゼンティーズムの層など、階層別にアプロー
チをしていく方法を分析している。

〇多面的なメンタルヘルス対策
　若年層職員に対する取組として、セルフケア研修の追加や若手職員と市 2 役がフランクな雰
囲気で昼食をとりながら語り合うランチミーティングや、同じく市 2 役と中途採用者でお酒を
飲みながら語り合うディナーミーティングなどの場を設けて、職員が抱える困りごとの声を拾
う機会を設け、さらにそれを研修内容や職場環境の改善等に反映するといった取組を実施して
いる。
　また、本人の環境適応能力の低さや思考のゆがみなどといった職場環境以外の要因で休職を
繰り返す職員に対して、医療機関の臨床心理師による認知行動療法を用いたカウンセリングに
も取り組んでいる。復職支援では、自己理解を高めるツールとして SPI3 を活用し、自身の傾
向や属性を把握・分析することで所属との関わり方の参考にしてもらうことも検討している。
　その他に、実際に相談を受ける側の負担軽減や相談記録作成の効率化・平準化を図る目的で
生成 AI を活用した相談記録システムの実証実験にも取り組んでいる。

参考：団体基礎情報
【人口※1】166,975人
【面積※2】171.75km2
【総職員数※3】1,221人（一般行政職員数786人）
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地方公共団体による発表資料（第2回研究会・小山市）

小山市メンタルヘルス取り組み状況 栃木県小山市

1

職員構成（令和６年4月1日現在）

総数 事務 技師 技労

総数 1,221 706 490 25

市長部局 811 559 237 15

市長部局以外 410 147 253 10

2

部 課 課内室等 係 計

１３ ７９ １５ ２１４ ３２１

10

主事級

40%

主査級

32%

副主幹級

16%

主幹級

9%

副参事級

2%

参事級

1%

職制上の段階ごとの職員数

組織数の状況
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年齢別職員構成の状況（令和5年4月1日現在）

3

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

構成比

5年前の

構成比

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 10人 53人 157人 159人 151人 112人 85人 80人 142人 142人 64人 21人 1176人

4

【健康管理体制】 職員課

職員係

採用人事に関すること

職員数６名（うち１名育休）

係長１、主任２、主査２，主事１

給与厚生係

給与・厚生及び健康管理に関すること

職員数１０名（うち１名保健師）

係長１、主任2、主査４、主事３

産業医（内科医）

安全衛生・健康管理に関わる業務全般 嘱託医(精神科医）

ストレス健康相談(月1回)

ストレスチェック高ストレス者面接

安全衛生委員会事務局及び運営
職員健康診断
予防接種
メンタルへルス対策
（ストレスチェック、カウンセリン
グ相談、研修の実施）
各種健康相談
（健康相談・ストレス健康相談
ハラスメント相談）
心身不調者への対応
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5

第１次 小山市職員の心の健康づくり計画 （H27年～H29年）

第２次 小山市職員の心の健康づくり計画 （H３０年～R４年）

第３次 小山市職員の心の健康づくり計画 （R5年～R7年）

【メンタルヘルスに関する計画策定】

時 期 内 容
５月 〇市・本庁安全衛生委員会にて本計画スケジュール案提示

６月～９月
第２次心の健康づくり計画の評価
第３次心の健康づくり計画案の検討

１０月

〇第２回本庁安全衛生委員会（消防署安全衛生委員会合同）
第３次心の健康づくり計画案の中間報告
(書面会議での意見について会議にて議論)

１１月～２月 本庁・消防安全衛生委員会中間報告を受けての最終計画案作成

３月
〇第３回本庁安全衛生委員会にて計画案提示
市安全衛生委員会において 審議・決定（書面会議）

時 期 内 容

６月～９月
①第1次心の健康づくり計画の評価
②第2次心の健康づくり計画案の検討

１０月
市安全衛生委員会において 第2次心の健康づくり計画案の中間
報告

１１月～２月 市安全衛生委員会中間報告を受けての最終計画案の作成
３月 市安全衛生委員会において 審議・決定
３月 予備日程

時 期 内 容

１１月

①労働者の心の健康の保持増進のための指針」及び「心の健康問
題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」の概要説明
②上記２の計画・プログラム・規程のひな形に関する説明

１２月 計画・プログラム・規程等の骨子案検討
１月 計画・プログラム・規程等の原案検討

２月
計画・プログラム・規程等の最終案検討
→ 市安全衛生委員会（３月開催予定）に提案

３月 予備日程

6

【策定にあたっての検討体制】【策定にあたっての検討体制】

市職員安全衛生委員会

職場安全衛生委員会

本庁安全衛生委員会
保健福祉

安全衛生委員会

教育委員会安全
衛生委員会

学校・学校給食

安全衛生委員会
消防安全衛生委員会

水道・下水道

安全衛生委員会

職員労働組合

６つの職場安全衛生委員会から選出された１
７名よりワーキンググループを発足

現場の管理職としてできることをきくために
係長級以上の委員を選出

併せて「職場復帰支援プログラム」「職場復帰
支援に関する規程」「安全衛生基本計画」策定



70

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（小山市発表概要）

7

【策定状況】

・基本となる計画や休業・復職に
関する規程等がなく、個々の
ケースにより対応もまちまちで、
客観性や統一性に欠けた状況

・メンタル不調により休職を繰り
返す職員が多くみられていた

・当時の副市長はじめ人事部内
において、メンタルヘルス対策の
整備の重要性を強く実感

・メンタルヘルス対策を図るも休
職を繰り返す職員に対し、いか
にスムーズに復職させるのか、
計画に併せて「復職支援プログ
ラム」「試し勤務制度」の整備につ
いても検討

・計画策定ワーキンググループの立
ち上げ
（ラインケアを実際に行う側の視点を盛

り込むため、係長級以上の管理監督者

を中心として構成）

・計画的・継続的なメンタルヘルス

対策とするため、安全衛生委員会

の事務局を担う人事担当保健師が

中心となり策定

・当初は５か年計画として策定を進
めていたが、状況が変わることを
想定して３か年計画へと変更

・広く庁内に周知するため、研
修等のあらゆる機会を用いて
周知啓発を実施

・H25年１１月より策定を開始
計４回の会議を設け、H26
年２月第一次計画最終案作成

・「心の健康づくり計画」「復職
支援プログラム」「復職支援に
関する規定」「休業のしおり
（本人用）」「対応マニュアル
(所属用）」を併せて策定し、メ
ンタルヘルス対策の整備

H２５ H２６

8

小山市職員の心の健康づくり計画の概要

【位置づけ】

厚生労働省「労働者の心の健康の保持増進のための指針」及び「小山市職員安全衛生管理規程」「安全衛生基本計画」

※ 小山市職員安全衛生管理規程・・・平成１５年4月1日施行

小山市安全衛生基本計画・・・R3～R7の５か年健康づくり計画

【方針】

職員の心の健康づくりとして、メンタル不調への対応だけでなく、職場でのコミュニケーションの活性化などを含めた
広義での心の健康づくりについて取り組む

【推進体制】

職員、管理監督者、職場内産業保健スタッフ(産業医、メンタルヘルス推進担当者等)、職員課及び小山市職員安全衛
生委員会

【問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施】

  職場環境等の把握と改善、ストレスチェックの実施、教育研修・情報提供、相談の実施
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9

【心の健康づくりのための目標及び評価】

〇長期目標

  (1)管理監督者のみならず、職員一人ひとりが主体的に心の健康づくりに取組む意識を持ちそれぞれの役割を果たすこと

      ができる。

(2)常日頃からのコミュニケーションを図ることで風通しの良い職場づくりを推進し、心身ともに快適な職場環境をつくる。

〇年次目標

（１） 管理監督者は心の健康づくり計画の方針と体制を理解し、部下の不調に対する気づきや相談対応に関する基本

       的技術を修得する。評価指標：メンタルヘルス/ハラスメント防止研修会受講率 管理監督者９０％、一般職員８０％

具体的な取り組み・・・管理監督者、一般職員に対し職場のメンタルヘルス及びハラスメントに関する教育・研修を実施。

毎年１回、心の健康づくりに関する方針と計画の内容を周知するとともに、部下からの相談の対応方法、話の

聴き方等について、研修を実施する。

(2)時代とともにライフスタイルや価値観が多様化していることを管理職が理解し、変化を受けいれる柔軟な姿勢を

もち、所属内のコミュニケーションを積極的に図り、風通しのよい職場環境を構築する。

         具体的な取り組み・・・メンタルヘルス等につながる面談の場として、人事評価等の面接の場を有効的に活用し、業務にとどまらず仕

事に影響を及ぼす可能性のある事情については、プライベートな面においてもプライバシーに十分配慮しな

                                       がら把握を行う。評価指標：人事評価面接実施率１００％

10

重点目標 取り組み 目標値

１．健康診断・精密検査受診率の向上
① 健康診断受診の啓発

② 健康診断受診後の精密検査受診啓発

①健康診断の受診率100％

②精密検査の受診率100％

２．こころの健康づくり計画の実施

① メンタル不調者への早期対応

② 復職支援プログラムの活用及び再発防止

③ メンタル不調者を抱える職場全体への支援

①メンタルヘルス研修会の受講率：管理監督者９０％、一般職員８０％

②「精神及び行動の障害」による30日以上の病気休業を取得した職員の割合が1.5%未満

（令和元年度人事院公表「H30年度における精神及び行動障害による長期病休者調査」：1.39％）

３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

① 積極的に事業の見直しや業務の効率化を図る

② 長時間時間外勤務削減のための啓発

③ 休暇を取得しやすい職場風土の醸成

④ 年次有給休暇及び連続休暇取得の推進啓発

⑤ ライフスタイルに合わせた多様な働き方の推奨

⑥ 仕事と育児・介護の両立支援の推奨・啓発

①年間360時間超の時間外勤務を行う職員数が50人未満(令和元年度124人)
②全職員が年次有給休暇取得日数12日以上（最低6日以上取得する）
③テレワーク実施者70人 (小山市職員テレワーク推進計画令和6年度目標値)
④育児休業の取得率男性40％、女性100％ (第四期小山市職員子育て支援行動計画目標値)

４．働きやすい職場環境づくりの推進

① 風通しの良い職場づくりの推進

② 顕在化するハラスメントに対する防止及び啓発

③ 受動喫煙防止のための啓発

④ 職場環境改善のための職場巡視・点検の実施

⑤ 4S（整理、整頓、清掃、清潔）運動の推進

①ハラスメント防止研修の受講率：管理監督者９０％、一般職員８０％

②職場(本庁・消防)安全衛生委員会（安全衛生管理体制による担当者含む）による職場点検を全所属において年度で1回以上実施

５．安全衛生に関する啓発の推進

① 公務災害発生防止の啓発

② 安全衛生に関する情報の周知及び啓発

③ 新型コロナウィルス感染拡大防止

①公務災害の発生件数が年度で5件未満

②各職場安全衛生委員会(本庁・消防)による研修会を年度で1回以上実施

安全衛生基本計画 (令和3年度～令和7年度) 
○スローガン 「職場づくりは、健康づくり」
○基本方針

１．心身の健康の保持増進・疾病の予防
２．心身ともに働きやすくゆとりある快適な職場環境の形成
３．一人ひとりが主体的に取り組む意識づくりの推進
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第３次計画追加事項

11

〇ハラスメント防止
〇働き方改革取組指針の推進
〇委員会内における「推進検討部会」の検討
〇心の健康に対する意識の変容について明記
管理職 ：多様化する職員の価値観に対し変化を受け入れる柔軟な姿勢と視野
周囲の配慮：所属全体で不調者の早期発見・対応に努め、日常的に職員同士が助け合える

雰囲気の醸成
セルフケアの意識付け：自ら兆候を認識できる力を身に着けていく必要性への理解
〇メンタルヘルス・ハラスメント防止研修会の受講率：管理監督者９０％、一般職員８０％
〇人事評価における面接実施率１００％

12

「精神及び行動の障害」での長期傷病休暇者数の推移

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R５

件数(件） 15 18 20 19 17 22 25 18 15 ３６ ３３
職員数に対

する割合(%)
1.29％ 1.58% 1.77% 1.67% 1.49% 1.93% 2.19% 1.57% １．３１％ 3.0６% 2.81％

職員数（人） 1,166 1,140 1,130 1,135 1,142 1,141 1,142 1,143 1,142 1,178 1,176

小山市の目標値

1.5％未満※延べ件数での表記(同一職員が復職後、年度内に再度休職した場合は２件として計上)【評価】
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R５

休職者の状況
件数(件） 職員数に対する割合(%)
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13
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教育研修への管理監督者の受講率を５０％以上とする

対象者（人） 受講者（人） 受講率（％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

31年度

令和２年度

令和３年度

管理監督者が心の健康づくり計画の方針と体制を理解し、

部下からの相談対応に関する 基本的技術を修得する

Q.ラインケアについて理解できたか？

大変よく理解できた（％） 概ね理解できた（％）

あまり理解できなかった（％） 理解できなかった（％）

未回答（％）

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

31年度

令和２年度

令和３年度

一般職員の心の健康問題についての理解について
Q.ストレスへの対処法について理解できたか？

大変よく理解できた（％） 概ね理解できた（％）

あまり理解できなかった（％） 理解できなかった（％）

未回答（％）

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和２年度

令和３年度
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130%

精神科医や産業カウンセラーによる相談の利用率

ストレス健康相談利用率（％） カウンセリング相談利用率（％）
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小山市職員のメンタルヘルスの状況
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主事 主査 主任 係長職

人数 休職者 率 R4

職員数に対する比率

職員数（人）
率（％）

29%

45%

13% 13%

38%

24%

12%

26%

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

年代別 R5(n=31) R4(n=34)

小山市も同様20～30歳代が
高い傾向となっている
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病気休暇取得となった主な要因

20

職場内の人間関係
業務不適応
業務上のトラブル

家庭内の問題
個人の気質的な問題
再発（既往有）

仕事

家庭個人

18

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

職場の対人関係

元々の精神疾患の悪化（再発）

本人の気質的な問題

身体面の体調悪化

業務以外

異動・昇任

業務不適応

家庭内

長時間労働

業務の失敗・不祥事の発生(偶発的な出来事）

業務過多

家族(子）

家族

介護

R5メンタル不調主な要因(延) R5 R４
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長期傷病休暇者数予測値(過去20年より)

2121

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

値 予測 信頼下限 信頼上限

22

困り感のない層

（他罰的思考）

個人の特性のある層

困り感のある層

プレゼンティーズムの層

心身不調等のない層

思考の癖や性格傾向により困り感あり。
（自己の取説を把握することで対策を図れる）

発達的な特性により困り感はあるも、
医療につながっていない。
（リワーク等の活用）

精神疾患の多様化
困り感のない層については医療へつ

ながりにくい

プレゼンティーズムの層

心身不調等のない層

お休みしている層

働けている層

ストレスチェック、カウンセリング相談、健
康相談等のメンタルヘルス対策にて把握対応

一次対応であるメンタルヘルス研修

【階層別のアプローチ】
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新採用職員への取組み

23

職員研修
カウンセリング

相談

メンタルヘルス研修法務基礎研修

フォローアップ研修6か月研修

4月 ５月 ７月6月

R5より実施
セルフケア及び相談先等について周知

新採用職員への取組み

新たな取り組み

従来からの取組み

１０月 ３月９月（～12月） １月

若手職員向け集いの場

「30YEARS MEETING」
R5.９月～１２月実施（計3回）

中途採用者対象
ディナーミーティング

R5実施

ランチミーティング

若手職員間が繋がり、情報共有とコミュニ
ケーションを図ること、また2役と小山市
の未来のあるべき姿について思いを語り
合う場として実施 （所管課：秘書課）
Ｒ５実績：４５名

若手職員への取組み

R5年度の新たな採用枠としての中途採
用者に対し実施
１０月に入庁後の状況を直接２役と語り
合う場として、副市長が発案
（所管課：秘書課）

24

メンタルヘルスの取組み

一次予防

メンタルヘルス対策事業
（カウンセリング相談、ストレスチェック等）

メンタルヘルス研修

ハラスメント防止研修

各種相談体制の充実・周知

二次予防

相談体制の強化

医療との連携

病院への同伴受診

所属への支援・調整

相談業務の質の維持
（生成AIを活用した相談記録作成）

三次予防
休職中の面接

（所属・産業保健スタッフとの面接）

復職に向けた調整
（復職支援プログラム）

復職後のフォロー
（カウンセリング・産業保健スタッフとの面接）

現状分析と評価

再発防止の強化
（医療機関と連携した認知行動療法

カウンセリングの実施）

セルフケア力の向上
（SPI３活用）

新採用対象

セルフケア研修

若手職員の交流の場
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25

現状

• 「適応障害」による若年層（20～30代の主事・主査の若手職員）の不調者の増加

• 業務に起因するよりも人間関係（コミュニケーション不足）を理由とした休みが多い

• 不調要因の複合化

• 発達的特性や思考の歪み等の本人の気質的な問題による休職の増加

対策

• 人的余裕への対応（採用人数の増加、R5年度より中途採用枠の追加）

• 階層毎に方法を変えてのアプローチ

• 相談対応体制の強化（健康管理部門の職員増員）

• 産業医、医療機関との連携

• 現状分析(実態調査、課題認識）と現状認識の共有化

• 若手職員との交流の場

課題
現状（若年層職員休職者の増加）に対する有効な打開策を見いだせていない

一次予防（研修）の更なる充実（管理監督者：ラインケア力、マネジメント力の強化/一般職員：セルフ
ケア）

多様化する精神疾患（パーソナリティ障害等）を有する者への対応
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　訪問日時：令和 6 年 8 月 29 日（木）
　参加者（計 16 名）：［栃木県］職員厚生課
　　　　　　　　　　［研究会］ 大杉座長、赤津委員、齋藤委員、松尾委員、松原委員、オブ

ザーバー、事務局

● 若年層職員及び管理監督者への取組と専門家による相談体制の整備

　栃木県庁では、職員の約 4 分の 1 が 20 代の職員となっている。新採用職員に対しては、食事
や運動、睡眠などの基本的な生活リズムの大切さやストレスコントロール、相談窓口の紹介、
ストレスとの上手な付き合い方に関する精神科医からの講演といった研修のほか、メンター制
度を実施しており、研修の実施時期についてもより早期に実施するようにしている。
　課長補佐級の職員に対しては、ストレスと精神疾患、セルフケアやその重要性について精神
科医に講演を依頼しており、令和 6 年度から対象を係
長級まで拡大した。また、管理監督者へは、5 月頃に
事例性と疾病性の考え方やメンタルヘルス不調への早
期発見と対応、復職支援などについて精神科医から講
演をいただき、10 月頃にストレスチェック集団分析活
用研修を実施している。
　ストレスを感じている職員に対する相談体制は、精
神科医及び臨床心理士といった専門家が月 3 ～ 4 回実
施しており、多くの職員が上司・同僚からの勧めで相
談に来ている状況である。また、精神科の嘱託医師や
臨床心理士、保健師で構成されるメンタルヘルスサポー
トチームでは、復職支援を行っており、試験就労期間
中のアドバイスや療養中の面談を担当。面談には職場
の上司も同席しており、上司から医師への質問などを
通して職場のサポート力向上にもつなげている。
　多くの職場で業務量が増えて、要求される質も高まっ
ている中で、職員の年齢構成は若い職員が増え、個人
の努力だけでなくチーム力を発揮していかなければな
らない局面が多いが、十分に声をかけあう余裕、時間
がなく、職員の心理的な負担が大きい状況が続いてい
ると思われる。再燃しやすい心の健康問題に対して、
職場全体で取り組んでいく必要がある。

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（栃木県職員厚生課現地調査概要）



80

研究会現地開催に伴う現地調査概要【栃木県宇都宮市】

　訪問日時：令和 6 年 8 月 28 日（水）
　参加者（計 15 名）：［宇都宮市］人事課、健康相談室
　　　　　　　　　　［研究会］ 大杉座長、赤津委員、齋藤委員、松尾委員、松原委員、オブ

ザーバー、事務局

● ストレスチェックの独自指標でストレスのたまり始めをケア

　宇都宮市では、ストレスチェックを「メンタルヘルスチェック」と称し、57 項目のマーク
シート形式で実施している。また、独自に「高ストレス者」と「問題なし」の間に位置する層
をストレスのたまり始めにあるとして「軽度抑うつ傾向」として割り出している。令和 5 年度
からは、「軽度抑うつ傾向」が認められる職員に対して、約 1 時間程度、臨床心理士に相談する
機会を設け、高ストレスの未然防止を図っている。
　令和 5 年度に改定された計画においても、新たな目標値として「メンタルヘルスチェック組
織分析結果の総合リスク値が 120 以上の所属を 0 にする。」を加えた。この総合リスク値とは、
メンタルヘルスチェック組織分析結果の「仕事の負担」と「職場の支援」の健康リスク値を総
合して算出したもので、心理的ストレス反応や疾病休業などの健康問題の危険度を全国平均を
100 とした数値で表している。この数値が 120 を超えている場合には、何らかの問題が生じて
いる場合が多いとされている。
　メンタルヘルスチェック実施後、所属別集団分析結果報告を所属長（課長等）に送付し、そ
の見方や職場改善に向けた取組方法について研修を実施。研修後、所属長は実施報告書を作成
し、部局長はその研修実施報告書と所属別集団分析結果を確認して組織マネジメントに生かし
ている。なお、所属別集団分析において健康リスク値 120 以上の職場の管理者には、臨床心理
士から職場改善に向けたアドバイスを行うとともに、部局長が所属長と面談し、意見交換や助
言・指導を行っている。その際、部局長からは指導だけではなく、所属長へのねぎらいの声か
け等を行うよう、人事課から依頼をしている。

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（宇都宮市現地調査概要）
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研究会現地開催に伴う現地調査概要【栃木県小山市】

　訪問日時：令和 6 年 8 月 28 日（水）
　参加者（計 19 名）:［小山市］副市長、総務部、職員課、産業医、富士通 Japan 株式会社
　　　　　　　　　　［研究会］ 大杉座長、赤津委員、齋藤委員、松尾委員、オブザーバー、事

務局

● 実体験をもとに築き上げたメンタルヘルス対策（副市長）

　現在の副市長が担当係長の際に、現在の各種対策の基盤となるメンタルヘルス対策事業の仕
組みづくりを行い、「第 1 次心の健康づくり計画」の策定を行った。副市長自身が、新任係長の
時にメンタル不調で休職した経験から、メンタルヘルス対策には大きな関心と責務を抱えてお
り、計画策定のきっかけとなった。同時に、既に開始されていたカウンセリング事業について
も、それまで高ストレス者を対象としていたものを、新採用職員や新任係長、課長などに対し
て担当課から受診を勧奨し、カウンセリングを受けてもらったことで、カウンセリングの枠の
有効活用とともに環境変化や昇格による心身不調の未然防止につながる仕組みの構築をするこ
とができた。実際に新採用職員や管理監督者がカウンセリングを受けることで、カウンセリン
グへの抵抗感をなくし、部下にも勧奨をしやすくなったという効果も見られた。新任課長時代
に 2 回目の休職をした際には、自身が構築したカウンセリング相談を受ける立場となり、その
効果を実体験した。
　その後もいくつかの部署で所属長を経験するなかで、面談時に使用するヒアリングシートを
オリジナルで作成した。そのシートを活用して業務内容だけでなく、家庭内の状況などのプラ
イベートや心身の不調、悩みの有無など、部下が置かれている状況を丁寧にヒアリングし、部
下からの信頼感・安心感を醸成し、マネジメントに活かしていた。
　こうした中で、職員のメンタルヘルス対策というのは市政運営をするに当たり、マンパワー
を充実するためには非常に重要な
ものであると自身の経験も踏まえ
て認識している。
　管理職が傾聴スキルを発揮し
て、部下職員と密に面談すること
で、信頼関係が生まれ、職場のラ
インによるケアというものが確立
されて、最終的にはメンタル不調
の増加を抑制できるのではないか
と考えている。

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（小山市現地調査概要）
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第3回研究会 鳥取県開催

第3回研究会（鳥取県開催）概要

【開催概要】
・・日　　時：令和 6 年 10 月 4 日（金）13 時 30 分～
・・会　　場：米子市文化ホール　1 階イベントホール 
・・参加団体：鳥取県（総務部（オンライン）、市町村課）、18 団体（会場 7、オンライン 11）
・・参加委員：（会場）大杉座長、赤津委員、出雲谷委員、齋藤委員
　　　　　　（オンライン）鈴木委員、松尾委員、松原委員
　　　　　　※オンラインは接続不良によりフリートーキングのみ実施
【議題】

1 ．メンタルヘルス対策に関する計画（例）の概要
2 ． 研究会委員（出雲谷委員）による報告『大阪市に

おけるメンタルヘルス対策について』
3 ．地方公共団体による事例発表（米子市、琴浦町）
　　米子市「メンタルヘルスの取組の現状等について」
　　琴浦町「琴浦町メンタルヘルス計画」
4 ．フリートーキング

【主なポイント・課題】
メンタルヘルス対策の周知と管理監督者の役割
・・「職員全員が計画を理解し行動してもらうために、計画の概要版を庁内のポータルサイトに掲

載し、周知を実施」（米子市）
・・「管理職以外の職員対象研修は任意となっており、参加者が少ない傾向から、新採用職員全員

を対象に個別相談会を開催した。」（琴浦町）
・・「メンタルヘルス対策の中心は管理監督者であるため、そこを計画にきちんと明記した。た

だ、管理監督者自身をフォローすることも同時に重要であると考えている。」（米子市）
・・「計画を元に管理職対象の研修会を開催。管理職が積極的に部下を気にかけるようになるな

ど、変化があった。」（琴浦町）

【現地調査の概要】
※ 研究会現地開催と並行して、開催県内の地方公共団体を直接訪問し、首長等との面会や実務担当部署

との意見交換を実施

1 ．鳥取県琴浦町〔令和 6 年 10 月 3 日（木）〕
　　参加者（計 18 名）：〔琴浦町〕町長、総務課、衛生管理者〔鳥取県〕市町村課
　　　　　　　　　　　〔研究会〕 大杉座長、赤津委員、出雲谷委員、齋藤委員、オブザーバー、

事務局
2 ．鳥取県米子市〔令和 6 年 10 月 4 日（金）〕
　　参加者（計 15 名）：〔米子市〕職員課、産業医〔鳥取県〕市町村課
　　　　　　　　　　　〔研究会〕 大杉座長、赤津委員、出雲谷委員、齋藤委員、オブザーバー、

事務局
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研究会委員による報告概要（第3回研究会）

報告者：出雲谷	恭子	氏（大阪市総務局人事部医務監　兼　医務主幹　総括産業医）

大阪市の医務監兼医務主幹、総括産業医。市長部局を担当。本研究会委員や一般社団法人日本産業精神保健学会理
事を務める。

【大阪市におけるメンタルヘルス対策】

① 産業保健体制と産業医の連携
　大阪市の市長部局は、会計年度職員も含めて約 2 万人の健康管理対象者がいる。産業保健
体制は、常勤の総括産業医 2 名、週 1 回勤務の精神科産業医が 1 名在籍している。また、総
括産業医の補佐として嘱託の健康管理担当医（精神科医 5 名含む）が 11 名と保健師 5 名、そ
の他各事業場に地域の医師会から推薦された嘱託産業医 73 名がいる。70 人以上の産業医が
いるため、年に 1 度、「大阪市役所産業医連絡会」を開催し、意見交換会などを実施してい
る。また、統一的な対応を図るため、「産業医マニュアル」を整備し、各産業医に提供し、新
任の嘱託産業医には、総括産業医が直接訪問して説明を行うなどのサポートも行っている。
加えて、嘱託産業医に過剰な負担がかかることを避けるために困難事例の面接などは、総括
産業医等に面接を依頼できる仕組みも整えている。

② 心の健康づくり計画について
　大阪市では、平成 17 年に「大阪市心の健康づくり指針」を作成し、平成 23 年に労働安全
衛生法改正に先駆けてストレスチェックと職場環境改善を導入した「大阪市心の健康づくり
計画」を策定した。以降 5 年ごとに見直しを行い、現在は令和 3 年に策定した第 3 次計画に
基づいて各種取組を実施している。計画策定には産業医や保健師、安全衛生担当者、人事部
門が連携しており、策定された計画は公表を行っている。また、管理監督者向け手引きや本
人向け手引き、その他要綱やマニュアルの整備も行っている。

③ メンタルヘルス対策の取組
　具体的な取組として、月 1 回の健康情報に関する広報やリーフレット配付、映像教材の貸
し出しを実施している。また、30 年以上前からカウンセリングルームを設置しており、心理
士や保健師の相談・カウンセリングを受けることができるほか、時間外においても外部の相
談機関での電話相談や対面カウンセリング、メール相談も可能となっており、こうした情報
を一目で確認できるように携帯可能なカードにして配付するとともに、新規採用者および係
長昇任後職員を対象に、セルフケアのリーフレットを個別でメール送付し、情報提供を実施
している。職場環境改善につながる取組としては、先着で講師派遣型の訪問研修の実施、良
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好事例集の作成などを行っている。
　復職支援では、休職中に外出訓練や通勤練習、体力づくりなどを行い、そうした内容がき
ちんと行えていることを職場が確認した上で、復職前面接に進む形をとっている。復職後も、
措置期間を設け、その期間で休みが多い場合には再度休職するルールとしたことで、復帰後
の就労継続状況は向上している。

④ これからに向けて
　メンタルヘルス対策においては、トップの決意表明による効果が大きいとされており、次
回の計画で採り入れられたらと考えている。また、若年層職員への対応の必要性を感じてお
り、新規採用職員への全員面接を専門職が行っている事例を聞き、大阪市においても同様の
取組を検討している。

【まとめ】
・・大規模な団体で多くの産業医がおり、入れ替わりもある中で統一的な対応を図るための
マニュアルの整備や新任の嘱託産業医へのサポート体制も整えている。
・・実際に行っているメンタルヘルス対策の取組について、携帯することにより適宜活用で
きるカードを配付するなど、制度の周知も行っている。
・・復職においては、復職前の自己訓練等の基準やルールを明確化し、復職後においても一
定期間内に休みが多い場合には再度休職をしてもらうといった取組を行っている。
・・今後、計画においてトップの決意表明を盛り込むことや、若年層職員への取組の強化を
検討している。
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大阪市におけるメンタルヘルス対策について

大阪市総務局
医務監・総括産業医 出雲谷恭子

R６年度 第３回「地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会」

R６年度 第３回「地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会」

1

○人口 約279万人
○世帯数 約156万世帯（R６年９月１日現在推計人口）

大阪市位置図

大阪市の概要大阪市の概要大阪市の概要

2
2

研究会委員による報告資料（第3回研究会・出雲谷委員）
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○健康管理対象者数 約２万人
○産業保健スタッフ体制   

 本庁(総務局)： 総括産業医 ２名（本務）
 精神科産業医１名（本務・兼務）
 健康管理担当医 11名（うち兼務 1名、精神科医 5名）

     保健師 5名（本務）
        110事業所：嘱託産業医 事業所：嘱託産業医 73名

 衛生管理者・推進者
  その他、人事担当・安全衛生担当等

（R６年4月現在）

大阪市の概要大阪市の概要大阪市の概要
大阪市位置図

3

大阪市産業保健体制

健康管理担当医健康管理担当医
（内科
健康管理担当医
（内科（内科/
健康管理担当医健康管理担当医健康管理担当医
（内科（内科//嘱託）保健師

R６年４月～
4
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職場産業医と総括産業医の連携・サポート
〇大阪市役所産業医連絡会 年１回開催

R５年度「アルコール健康問題への産業保健の対応」
（専門医によるオンライン講演）

R６年度「大阪市における産業医業務についてー事例検討を中心にー」
〇産業医マニュアル作成

〇面接依頼の様式作成
職場産業医 ⇔ 総括産業医

〇嘱託産業医の就任時に、総括産業医が業務連携訪問

〇産業医初回出務時・職員復職後等、保健師が面接同席

5

メンタルヘルス対策
心の健康づくり計画策定の経過

H17年８月 大阪市心の健康づくり指針

H23年３月 大阪市職員心の健康づくり計画 策定
方針表明と４つのケア連携

 ストレスチェック・職場環境改善導入
 メンタルヘルス研修の体系化 等

H28年３月 大阪市職員心の健康づくり計画（第２次）
 ストレスチェック法定化対応
 睡眠障害とアルコール使用障害予防対策
 復職支援充実
パワハラ防止対策 等

R３年３月 大阪市職員心の健康づくり計画（第３次）
6
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メンタルヘルス対策 心の健康づくり計画策定と推進
各部門・関係機関との連携

厚生グループ
総括産業医

健康管理医

保健師

安全衛生担当者

厚生グループ

安全衛生

常任委員会

審議

共済組合

健康講座 等

安全衛生担当者

人材開発センター

階層別研修・職場環境改善等

人事担当部門

人事異動制度

復職支援 等

EAP等外部機関
相談窓口・スト

レスチェック・職
場環境改善研修等

事業委託

嘱託精神科産業医
面接等支援・
専門的助言

職員カウンセリングルーム

嘱託（職場）産業医

職場衛生管理者

7

メンタルヘルスに関する計画・要領・てびき等
・大阪市職員ストレスチェック制度実施
要綱

・ストレスチェック及び職場環境改善に
かかる実施マニュアル

・心の健康問題等に関する相談事業施要領
・病気休職者の復職時にかかる就業上の措
置の実施要領

・職員の健康情報等の取扱要綱
・職員の健康情報等の取扱い
マニュアル

大阪市職員心の健康づくり
計画（第３次）

・管理監督者向けてびき
 （職場環境改善・復職支援）
・本人向けてびき

計画
・

第３次）

・
・病気休職者の復職時にかかる就業上の措
置の実施要領

びき

・病気休職の事務取扱いに関する要綱
・勤務条件のてびき（通知）
・長期欠勤者等の療養状況の確認について
・心の健康問題をかかえている職員にか
かる所属間人事異動の取扱いについて

・臨時的任用職員の採用にかかる事務取
扱いについて

職員の健康情報等の取扱要綱

・病気休職の事務取扱いに関する要綱
・勤務条件のてびき（通知）
・長期欠勤者等の療養状況の確認について職員の健康情報等の取扱要綱

8
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

89

基本方針
・ストレスチェックを利用して、職場のストレス
要因を把握し、円滑なコミュニケーションの推進と
職場環境改善に取り組む

・職員全員が心の健康問題について理解し、それ
ぞれの役割を果たせるように教育・研修の充実を
図る

・メンタル不調者の早期発見・早期対応に努め、
病気休職者の円滑な職場復帰支援を図る

大阪市職員心の健康づくり計画（第３次）

一次・二次予防 充実

9

庁内イントラネット等による情報発信

ビデオ・DVD貸出

セルフケアの
リーフレット（８種類）

毎月１回健康情報の発行

最新の健康情報を提供

一次予防

10
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

90

こころの健康相談窓口一覧

庁内ポータル＞所属サイト＞総務局＞厚生関係情報

一次予防

11

講師派遣型訪問研修（職場環境改善ミーティング）
職場向け

スタンダード・フォローアップ 管理監督者向け

◆組織結果から職場のストレス要因を把握する
◆ミーティングを中心に、みんなで職場環境について話し合う
◆いつ・どこで・誰が・何をするか決定する

（先着20職場）
  職場向けフォローアップでは、
セルフケアのミニ講座あり

＜内容＞

一次予防

12
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

91

職場環境改善良好事例集

働きやすい職場づくりのヒントを
たくさん掲載しています。
（庁内イントラネットに掲載）

H30年発行分からは、
新たな取組のみを掲載

H26~29年発行分が1冊に！

一次予防

13

人事異動後の職員に対するケアの実施
セルフケアの充実

3次計画 具体的な取組（一次予防）

・人事異動後や昇任、新採用の職員はメンタル不調になる
リスクが高いため、職員自身がセルフケアを心がけ、スト
レスに対処することが重要
・全職員に対してもセルフケア対策が重要

・新規採用者および係長昇任後職員を対象に、セルフケアの
リーフレットを個別でメール送付し、情報提供を実施。
・セルフケア研修の充実

取り組み

課題・方針

14
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）
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職場における
心の健康問題等に関する相談事業

（管理監督者相談）
健康問題を抱える職員について、職場が

どう対応するかなど、精神科産業医等が
医学的見地から助言する

【【申申込込みみ・・問問合合せせ】】
総総務務局局人人事事部部人人事事課課厚厚生生ググルルーーププ（（保保健健師師））

TTEELL ●●●●●●●●－－●●●●●●●●

一次・二次予防

15

心の健康問題等に関する管理監督者相談
および依頼面接件数

（件）

管理監督者が精神科産業医等に職場での対応について相談し、
職員本人の産業医面接が必要な場合は「依頼面接」を行い、助言
指導や就業上の措置を実施する

224 215 225
296

358

125 140 127

218
169

0

100

200

300

400

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
管理監督者相談 依頼面接 16
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

93

・メンタルヘルス不調の職員に対する相談
   不調の気づきと受診勧奨について
 希死念慮がある職員に対する主治医連携について 等

・復職支援にかかる相談
  異動に言及する主治医との連携について 等

・プレゼンテイーズムの問題に関する相談
  復職後パフォーマンスが上がらない職員への対応 等

管理監督者相談の例

17

ラインケア研修等の充実・研修未受講者への対策

⚫ラインケア研修
係長級以上全員を対象にｅｰラーニング研修を実施

⚫復職支援研修
総務局人事課人事グループ及び共済組合と連携し実施

・管理監督者全員が知識を得て、組織的にメンタルヘルスについて
取り組めるようにする

・管理監督者が部下の変化に気づき、早期対応できるよう事例紹介
や職員への具体的な対応について学ぶことができる

3次計画 具体的な取組（二次予防）

課題・方針

取り組み

二次予防

18
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）
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長期病休者（精神および行動の障害による）の推移
休業30日以上または1か月以上の療養者

9.6 

14.5 15.7 

20.2 20.8 21.3 20.2 20.6 

17.2 18.4 18.1 
20.6 

18.8 17.9 
20.7 

22.1 
24.1 24.1 

8.0 
9.6 10.3 11.4 11.5 11.4 11.8 12.2 12.2 12.4 13.0 13.4 14.1 14.7 

16.4 17.1 
19.0

21.4 

14.2 14.3 14.4 14.9 15.1 
17.2 17.3 

19.4
20.5 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

大阪市 地方公務員全体 政令指定都市

「地方公務員 健康状況等の現状」一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会より

（千人対）

19

病気休職者(率）の推移

心の健康づくり計画（第３次）策定心の健康づくり計画（第２次）策定心の健康づくり計画（第２次）策定心の健康づくり計画策定

病気休職者(率）の推移

心の健康づくり計画（第３次）策定心の健康づくり計画（第２次）策定心の健康づくり計画策定

314

387 405
348 331 315 

274 291 304 302 295 284 291 321 312 331 
370 

212
274

197
265 261 257 

211 218 231 224 213 205 220 251 255 254 279 

1.08 

1.40 

1.63 1.68 1.63 1.62 
1.46 

1.67 
1.75 1.77 1.82 1.75 1.81 

1.99 1.93 
2.04 

2.25 

0.73

0.99
1.19

1.28 1.29 1.32 
1.12 

1.25 1.33 1.31 1.31 1.26 
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1.69 
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病気休職者数 精神及び行動の障害による休職者数 病気休職者率 精神及び行動の障害による休職者率
（人） （%）

20
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）
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年代別精神及び行動の障害による病気休職者の割合の推移

0.40

0.96

1.28

1.78

2.10

1.50

1.31

1.35
1.13

1.60

1.42

1.65
1.86 1.62

1.70

1.46 1.73 1.50

1.61

1.58

1.37

1.56

1.58

1.56
1.69

0.40

0.80

1.20

1.60

2.00

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50歳以上

各年代合
計

21

病気休職の開始
本人向け
てびきの説明

本人から自己訓練の申し出

主治医意見の確認

総括産業医等との面接(復職前)
本人の状態の確認・復職に係る就業上の措置の検討

主主

治治

医医

少なくとも
１か月以上記録 同行受診など

審査会前月末迄

相談

相談

主治医へ
自己訓練
可能の判断

自己訓練の
同意と実施

主治医へ
就業可能の
判断

審査会前迄

面接申込基準を
満たす場合

面接に必要な書類の提出

22

病気休職からの復職１（休職開始から復職前面接まで）

参考：管理監督者向けてびき P15、本人向けてびき P3
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

96

主主

治治

医医

23

総括産業医等との面接(復職前)
本人の状態の確認・就業上の措置の検討

健康診断審査会
復職の可否決定

復職（復職に係る就業上の措置実施）

総括産業医等との面接(復職後)
本人の状態の確認・復職に係る就業上の措置期間解除の検討

就業上の措置期間の解除

毎月
第3金曜日
（原則)

報告 相談

報告

報告 相談

病気休職自己訓練
継続

病気休職からの復職２（復職前面接から就業上の措置期間解除まで）

参考：管理監督者向けてびき P15

職場復帰2年後の就労状況
約７割が継続就労できている
再休職に入る時期としては、復職後1年未満が多い

24

57.5

61.3

60.6

71.7

71.7

23.0

17.5

16.2

8.7

9.4

18.4

11.3

10.1

8.7

5.7

1.1

6.3

7.1

5.4

8.5

0.0

3.8

6.1

5.4

4.7

R1年度

R2年度

R3年度

R4年度

R5年度

就労中
～6M未満
6～12M未満
12～18M未満
18～24M未満

（％）

↑再休職（復職後～
再休職までの月数）
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）
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管理監督者向けてびき
（職場環境改善・復職支援）

庁内ポータル ＞ 所属サイト ＞ 総務局 ＞ 厚生関係情報

心の健康問題の気づき

休業開始及び休業中のケア

復職の準備

復職の決定

復職後のフォローアップ

１

２

３

４

５

一次、二次、三次予防についての対応ポイント解説

復職支援 三次予防
25

大阪市職員の健康保持増進のための指針
（R５年４月１日付け通知）

職場組織として個人の健康づくりを支援し、職員一人ひとりが生涯にわたって心
身の健康を維持及び向上していけるよう環境を整備するとともに、職場全体の健
康水準を高め、職員が健康で働く活力ある職場づくりを目標にし、市民サービス
の向上につなげる。

■生活習慣上の課題がある職員のみでなく、すべての職員・ 集団が対象。
■健康への関心を持たない職員も含め、積極的な参加を促す取組の工夫
■職員の高齢化を見据えた取組

（５）メンタルヘルスケアの取組
（６）職場の特性を踏まえた取組
（７）実施結果の評価

（１）健康状況等の把握
（２）健康に関する情報提供
（３）健康診断等を活用した取組
（４）コラボヘルスの推進

基本事項

基本的な考え方

各職場の特性を捉えた取り組みを検討
26
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）
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課題とこれからの取組

◎「大阪市職員心の健康づくり計画」は5年ごと
対策評価、時期取組検討

◎若手職員等へのメンタルヘルスケアの充実

◎ラインケア研修の充実

27
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

地方公共団体による事例発表概要【鳥取県米子市】

●米子市のメンタルヘルスの取組について

〇メンタルヘルス計画の変遷
　米子市は、平成 24 年度に「米子市職員心の健康づくり計画」を策定したほか、管理監督者の
ためのメンタルヘルス推進マニュアル、復職支援ガイドラインの整備を行った。管理監督者の
ためのメンタルヘルス推進マニュアルでは、日頃の部下とのコミュニケーション方法や予防・
早期発見のための着目点などについて詳細にまとめている。復職支援ガイドラインは、復職に
向けたステップを明示し、試し出勤や慣らし勤務といった制度についても掲載している。
　しかし、休職者数は増加傾向にあることを受け、計画の改定を実施。改定をきっかけにメン
タルヘルス対策の重要性を広く職員に理解してもらいたいと考えている。改定にあたっては、
職員の意見をしっかりと取り入れることを意識し、予防や早期発見、再発予防を重要視してい
る。具体的に再発予防の観点から、復職後 1 年以上継続して勤務した職員数を示す「フォロー
効果率」という指標を独自に算出することとした。また、療養中の職員だけでなく、そのフォ
ローにあたる職員の負担が大きくなるといった課題や、管理監督者がメンタルヘルス対策の中
心的な役割を果たすものといった意見を受け、計画に療養中の職員のフォローに当たる職員へ
の配慮を明記するとともにストレス要因を把握し、その改善を図るという管理監督者の責務に
ついても明記した。併せて、管理監督者自身に対しても産業保健スタッフがフォローしていく
こととし、これについても計画に記載している。
　また、職員全員が計画を理解し行動してもらうために、計画の概要版を庁内のポータルサイ
トに掲載し、周知を実施している。

〇女性のヘルスケアに着目したメンタルヘルス対策
　米子市では、職員の心の健康管理づくりの一環として、女性特有のライフサイクルを職場全
体でケアすることに取り組んでいる。具体的な取組みとして、どのように課題意識を持ってい
るか知ることを目的に、女性職員を年代別に分けた座談会や男性職員のみの座談会を実施した。
座談会では、生理休暇や不妊治療のための休暇といった名称の休暇が上司に申告しづらいといっ
た意見や育児に関する休暇などの情報を一目で分かるものがあったらよいといった意見が出た。
それらを踏まえて、休暇名称の「ヘルスケア休暇」や「ライフサポート休暇」といった通称名
への変更や、「みんなのヘルスケア応援 BOOK」という出産や結婚などのライフイベントに応
じて取得することができる休暇制度をまとめた冊子の作成を行った。また、女性のヘルスケア
に関連した相談ができる窓口を設置し、保健師が対応にあたっているほか、女性のヘルスケア
に対する理解を促進する目的で講演会を実施している。こうしたヘルスケアに関する情報発信
として、毎月庁内のポータルサイトで情報共有を行っている。

参考：団体基礎情報
【人口※1】145,163人
【面積※2】132.42km2
【総職員数※3】1,023人（一般行政職員数798人）
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

【発表内容】
１ 米子市の概要
２ 米子市役所の現状
３ 米子市役所の取組① 第２次米子市職員心の健康づくり計画の策定
４ 米子市役所の取組② 女性のヘルスケア対策
５ まとめ

【鳥取県米子市】メンタルヘルスの取組の現状等について

米子市総務部職員課
研修厚生担当 1

地方公共団体による発表資料（第3回研究会・米子市）

米子市の概要

■数字でみる米子市
■イメージキャラクター
米子市は「白ねぎ」の西日本有数の産地であり、イメージキャ
ラクターは白ねぎをモチーフとした「ヨネギーズ」

ネギ太 ネギ子

ネギポ

米子市は、鳥取県の西側に位置し、東に中国地方最高峰の「大山」、西にコハクチョウ渡来南限地でラムサール条約に登録され
ている「中海」という、豊かな自然環境に囲まれています。

〇国史跡「米子城跡」と中海

単位 米子市 八王子市 （参考）
鳥取県

人口 人 144,352 560,787 532,494
面積 ㎢ 132 186 3,507
職員数 人 932 2,911 3,083

一般会計予算額 億円 814 2,272 3,605

〇国史跡「米子城跡」から見える大山

2
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市役所の現状①
【これまでの取組】
・職員の心の健康づくり及び活気ある職場づくりに取り組むため、H24年度に「米子市職員心の健康
 づくり計画」を策定
・「管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル」や「復職支援ガイドライン」を策定し、療養中の
職員が円滑に復職できるような制度づくり（試し出勤、慣らし勤務）等を整備

■管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル ■復職支援ガイドライン
所属職員の健康管理に責任がある管理監督者に対して、日
頃のコミュニケーションの取り方や、療養中の職員への対応例等、
管理監督者が実施すべきことを具体的に示したマニュアル

（参考）マニュアルの一部抜粋

療養中職員がどのようなステップで復職するかを明示し、復職
後のフォローについても記載しているガイドライン

〇試し出勤
・希望者に対して、職場に出勤し単純な作業等を行ない、復
職に向けて体調を整える制度（1カ月間）
・試し出勤期間中は、週に1度所属長と面談し、試し出勤終
了後、そのときの面談記録をもとに、産業医との面談を実施し、
復職可否を判断

〇慣らし勤務
・復職直後は通常業務の5割程度の負荷でスタートし、5カ月
をかけて、休職前の状態に戻すもの
・定期的に所属長や産業医との面談を実施し、円滑に療養前
の状態に戻れるようフォローを行う

3

米子市役所の現状②
【メンタルヘルス関連の現状】
・R5年度メンタルヘルス不調に起因し休職となった職員数は５３人（全職員数932人）であり、近
年増加傾向
※1カ月以上の休業者数（令和6年度地方公務員健康状況等調査票より）

・ストレスチェック結果に基づく高ストレス者数も近年増加傾向

・複数要因が関連していることや要因不明な場合等、対応に苦慮するケースもある
・職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十分発揮できる環境を整えることは、限られた人
的資源の中、円滑に業務遂行していくためにも、より一層重要となってきている

【推測される要因】

市民、業者対応 子育て、介護等
多忙な私生活

複雑な行政課題
への対応

更年期障害等に伴う
働きづらさ

職場内の
人間関係

昇任、異動に
伴う不安

長時間労働

4
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～
【改定経緯】
休職者数の増加傾向を踏まえ、職員一人ひとりがメンタルヘルスの重要性を理解し、組織的に対策
を進めるため、米子市職員衛生委員会（※）でR6年1月から改定作業を開始
※市職員14名、産業医1名で構成

【改定に際しての工夫① 委員（市職員及び産業医）意見の反映】

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
策定方針決定 衛生委員会
計画に対する意見募集 委員
意見集約、素案作成 事務局
素案作成状況報告 事務局
素案に対する議論 衛生委員会
修正案作成 事務局
修正案に対する議論 衛生委員会
最終案作成 事務局
完成報告 衛生委員会
概要版作成 事務局
公表 事務局

衛生委員会

1月 2月 3月 4月 5月 6月
項目 役割

衛生委員会事務局が素案を作成し、委員に対し基本方針等への意見募集をはじめ、数回の議論
を経て「第２次米子市職員心の健康づくり計画」を策定

5

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～

「令和４年度総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会」における「メンタルヘルス対策に関する計
画（例）」を参考に、本市の状況を盛り込んだ。

【計画の大枠】

１ 基本方針
【３つの基本方針】
・管理監督者を中心に職員全員が、職場のストレス要因を改善し、誰もが安心して生き生きと働ける職場づくりに取り組む。
・管理監督者及び職場内産業保健スタッフ等は、心の健康問題に陥った職員の早期発見、療養中職員への復帰支援及び再
発の防止策を行う。
・管理監督者を含む職員全員が、心の健康問題について理解し、心の健康づくりにおけるそれぞれの役割を果たす。
２ 計画期間
令和6年6月から令和11月3年までの5年間

３ 目標・評価
米子市職員衛生委員会において、実施状況の評価と検証を行う
指標：メンタルヘルス不調に起因する休職者数、フォロー効果率（※）、長時間勤務者数、メンタルヘルス研修会参加者数、

 高ストレス者数
 ※復職後1年以上継続して勤務した職員数を示す指標

４ 推進体制
職員や管理監督者等の役割を記載

５ メンタルヘルス対策の具体的な取組
セルフケアやラインケア等について、1～３次予防の具体的な取組を記載

６ 個人のプライバシーへの配慮

報告

報告

6
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～
【改定に際しての工夫② 療養中の職員のフォローにあたる職員への配慮】
療養中の職員のフォローにあたる職員への負担が大きい現状を踏まえて、管理監督者を中心として
フォローにあたる職員の健康管理に努める旨を記載
「第２次米子市職員心の健康づくり計画」 一部抜粋
エ フォローにあたる職員への配慮
療養中及び復帰直後の職員のフォローは不可欠であるが、一部の職員だけがその負担を担う状況が長引くと、さらなるメンタルヘルス不調者が生じる
ことが懸念される。このため、管理監督者は職場内産業保健スタッフ等と協力しながら、積極的な声かけなどによりフォローにあたる職員の健康管理に
努める。

【改定に際しての工夫③ 管理監督者の役割の明記】

「第２次米子市職員心の健康づくり計画」 一部抜粋
４ 推進体制
（３）管理監督者
管理監督者は、職場における職員の心の健康づくりを推進する上で中心的な役割を担うとともに、所属職員の状況や個々の職場における具体的
なストレス要因を把握し、その改善を図る責務がある。

・・・（中略）・・・
５ メンタルヘルス対策の具体的な取組
（３） 職場内産業保健スタッフ等によるケア
エ 管理監督者への支援
管理監督者の役割は、職員の心の健康づくりを推進する上で中心的な役割を担うため、管理監督者自身に一定の負担が伴うことが考えられる。
このため、職場内産業保健スタッフ等は管理監督者からの相談対応等、支援に努める。

メンタルヘルス対策の中心的役割を果たすのは管理監督者であることを明記し、加えて産業保健ス
タッフが管理監督者を支援する旨を記載

7

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～
【改定に際しての工夫④ 計画の概要版作成】
管理監督者含む職員一人ひとりが、それぞれの役割を理解し行動してもらうため、計画のポイントをま
とめた概要版を作成し、全職員に周知

（参考）概要版

8
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市役所の取組②～女性のヘルスケア対策～
【背景・経緯】
・職員の心の健康づくりの一環として、女性特有のライフサイクル（※）とキャリア形成の調和を図る
 ため、R5年度から女性特有のライフサイクルを職場全体でケアすること（=「女性のヘルスケア対
 策」）に取り組んでいる。
・この取組はメンタルヘルス対策の１つとしても有効であると考えている。
※妊娠・出産・更年期障害等

【取組例① 座談会の実施】
女性職員を対象に年代別等の座談会を実施（計８回）し、女性の健康・育児と就業にかかる課
題抽出（男性職員のみの座談会も開催）
（例1）生理休暇や不妊治療のための休暇は上司に伝えにくい

→職員アンケート実施の上、通称名設定（ヘルスケア休暇、ライフサポート休暇）し、休暇申請システム等に反映
（例2）育児に関係する休暇などの情報が一目でわかるものがあったらいい

           →『みんなのヘルスケア応援BOOK』を作成
9

（参考）みんなのヘルスケア応援BOOK
妊娠出産、子育て等に係る特別休暇等をピックアップしたマニュアルを作成

10
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市発表概要）

まとめ

ご清聴ありがとうございました

【米子市の現状】
・メンタルヘルスに起因する休職者数や高ストレス者数は近年増加傾向
・複数の要因が絡み合っていることや要因不明な場合も多く、対応に苦慮するケースもある

【取組① 「第２次米子市職員心の健康づくり計画」の策定】
・市職員及び産業医の意見の反映
・療養中の職員のフォローにあたる職員への配慮
・管理監督者の役割の明記
・計画の概要版作成

【取組② 「女性のヘルスケア対策」の実施】
・座談会の実施
・相談窓口の設置
・女性の健康に対する理解やヘルスリテラシーの向上のための講演会開催や情報発信

職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十分発揮できる環境を整えることが、
限られた人的資源の中、複雑化する行政課題にしていくためにも、より一層重要となっている

（ヘルスケア応援キャラクター）
11
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

地方公共団体による事例発表概要【鳥取県琴浦町】

●琴浦町のメンタルヘルスの取組について

〇メンタルヘルス計画の策定経緯とその効果
　琴浦町では、令和 2 年度以降、メンタル不調による病休・休職者が増加した中で、実際の対
応方法について整理されていないという課題が浮き彫りとなった。そうした背景を踏まえ、令
和 3 年度から管理職を対象としたメンタルヘルス研修会を実施。併せて、メンタルヘルスの個
人相談会も開始した。また、共済組合を通じて、元鳥取県職員で県庁内における復帰支援プロ
グラム作成などに携わった経験もある外部の開業保健師を紹介してもらい、実際的な支援につ
いての連携を図った。保健師にはラインケアを中心とした研修会の開催も依頼しており、その
研修会で休職者の復職支援制度や支援体制に関する問題点を洗い出し、他団体の計画や冊子等
を参考にして、「誰」が「何を」したらよいかを整理しつつ、計画の策定を進めていった。令和
4 年度には簡易版の計画を策定し、予防段階の表現を「1 次予防」、「2 次予防」といった表現で
はなく、「通常勤務時」、「メンタル不調時」と表現するなど具体的で分かりやすい表現にする工
夫を行っている。
　計画策定によって、管理職の意識が変わり、積極的に部下を気にかけるようになるといった
変化や、支援体制が明確化したことで、対応に困るケースが出ても簡単に対応できるようにな
るといった効果があった。
　今後の課題として、休職者が発生する要因や状況について分析、検証を行うことで実効性を
高めていくことが必要だと考えている。

〇メンタルヘルス対策の取組
　琴浦町のメンタルヘルス対策は、セルフケア、ラインケア、事業所内産業保健スタッフによ
るケア、事業所外資源によるケアの 4 つのケアを主軸としている。町村の規模になると、職場
内の資源だけでの対応が困難であることから心の健康相談やメンタルヘルス相談窓口といった
鳥取県市町村職員共済組合の事業を活用している。
　4 つのケアのうち、管理職の行うラインケアについては特に力を入れており、「いつものその
人をきちんと知ることが不調の早期発見につながる」ことを取組の鍵としている。管理職のメ
ンタルヘルス研修会への全員参加や、管理職による面談の実施、長時間労働者・健康診断フォ
ローアップの未受診者への管理職からの声かけなどを行っている。また、ストレスチェック結
果報告会では、単なる報告だけで終わるのではなく、不調の部下への具体的な対応方法につい
てシミュレーションを交えて学べるようにしている。
　こうした対策を行っている中でも、継続してメンタルヘルス不調による病休・休職者が発生
してしまっているため、今後に向けて復職支援における主治医や産業医といった関係者間の連
携強化や全職員のセルフケア研修の参加率向上に取り組んでいきたい。

参考：団体基礎情報
【人口※1】16,165人
【面積※2】139.97km2
【総職員数※3】219人（一般行政職員数158人）
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

琴 浦 町

メ ン タ ル ヘ ル ス 計 画

総 務 省 メ ン タ ル ヘ ル ス 研 究 会

琴浦町役場　総務課

2024年10月4日

1

　正職員数 ２２２人 （令和６ 年８月末 時点）

　会計年度任 用職員数 １９０人 （令和６ 年８月末 時点・共済組合加 入者）

　担当課 総務課長（統括衛 生管理者）

総務課行政総務室 （３名 )

その他部 署の専門職 員（２ 名)

　メンタルヘ ルス 計画 令和４年度 に簡易 版を 作成

　力を 入れてい ること 管理職を 中心としたライ ンケア

琴 浦 町 役 場 に つ い て  /  概 要

2

２

地方公共団体による発表資料（第3回研究会・琴浦町）
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

1 . 概 要

2 . 計 画

3 . 現 状

4 . 効 果 と 課 題

目 次

３

概 要

01

メ ン タ ル ヘ ル ス に 関 す る 対 応 の 概 要 に つ い て

４
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

管 理 職

総 務 課

人 事 担 当

職 員

事業所 内 外 の

産 業 保 健

ス タ ッ フ

琴 浦 町 メ ン タ ル ヘ ル ス 体 系 に つ い て

→→

５

・ストレスやメンタルヘルスに対する正しい理解

・ストレスチェックなどを活用したストレスへの気づき

・ストレスへの対処

・自発的な相談

セセルルフフケケアア

・産業医による助言・指導

・衛生管理者・メンタルヘルスサポーターによる健康相談

・安全衛生委員会の相談窓口（安全衛生委員７名）

・行政総務室による労務管理、メンタルヘルスケアの実施

 に関する研修等企画立案

事事業業所所内内産産業業保保健健ススタタッッフフ等等にによよるるケケアア

・職場復職における支援

・所属職員からの相談対応

・復帰後の見守り支援

ラライインンケケアア

・共済組合関係のストレスドック

・心の健康相談

・事業所外メンタルヘルス相談窓口

・心と身体に関する一般相談

事事業業所所外外資資源源にによよるるケケアア

メ ン タ ル ヘ ル ス 推 進 体 制 　 ～ メ ン タ ル ヘ ル ス ４ つ の ケ ア ～

６
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

計 画

02

琴 浦 町 の メ ン タ ル ヘ ル ス 計 画 に つ い て

７

計 画 策 定 の き っ か け

増 え 続 け る

　 メ ン タ ル 不 調 者

対 応 が わ か ら な い

　 管 理 職

外 部 の 開 業 保 健 師 か ら 助 言 を 受 け  

 「 誰 」  が  「 何 を 」  し た ら よ い か

わ か り や す く 整 理 し た 。

メメンンタタルル不不調調をを原原因因ととすするる病病休休・・休休職職者者のの推推移移
【出典】メンタル不調を原因とする１ヶ月以上病休・休職した正職員数

（人）

８
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

計 画 の 策 定 経 過 に つ い て

　ヘルスプロモーシ ョンサポートオフ ィス

　　　　渡部　一恵　氏

元鳥取県庁職員 。県庁内で復職支援プログ ラム

の作成等に携わった経験を踏まえ助言を受けて

いる 。 令和 ３年度からお世話にな っ ている 。

令和４年度　メンタル不調による病休・休職者が急増

共済組合の事業を活用し、渡部氏によるラインケアを中心とした研修会を開催

同時に、休職者の復職支援について、試し出勤の制度はあるが、近年利用実績が無

い等の支援体制に関する問題点の洗い出し

県や他市町の制度を参考に計画のたたき台を作成し、安全衛生委員会で協議した上

で渡部氏の助言を受け、計画を策定

計画を基に渡部氏による管理職対象の研修会を開催

９

職 場 の メ ン タ ル ヘ ル ス 計 画 に お け る ４ つ の ケ ア の 役 割

通通常常勤勤務務時時（（未未然然防防止止）） メメンンタタルル不不調調時時（（不不調調のの兆兆ししがが感感じじらられれいいつつももとと違違うう感感じじ）） メメンンタタルル不不調調にによよるる休休職職（（病病気気休休暇暇・・病病気気休休職職中中）） 復復職職にに向向けけてて（（復復帰帰後後・・通通常常勤勤務務にに向向けけてて））

職職員員一一人人一一人人がが

行行ううセセルルフフケケアア

 ・ストレスチェック等により自らスト　

　レスに気づき、対処する方法をも

　っておく

 ・メンタル不調のメカニズムを知っ　

　ておく

 ・早目に相談する

　・上司等に相談

　・メンタルヘルス相談会の利用

　・衛生管理者、メンタルヘルスサポーター等への相談

　・職場以外の資源、医療機関等に相談し受診する

 ・上司等に相談

 ・メンタルヘルス相談会の利用

 ・衛生管理者、メンタルヘルスサポーター等への相談

  ・職場以外の資源、医療機関等に相談し受診するなど

 ・主治医と相談しながら休養に専念する

 ・休養できる環境を整えるためにも家族等には話しておく

 ・職場についての不安等は上司等に連絡相談する(手続等も含め)

 ・健康増進や振り返り等

【復職前】

 ・試し出勤の利用(リハビリ)

【復職直後】

 ・上司への相談　他の職員の理解と協力

 ・セルフケア(体調面の管理と仕事の遂行にむけて)

管管理理職職がが行行うう

ラライインンケケアア

 ・日ごろから部下と信頼関係を築

　き、良好なコミュニケーションをと

　りながら、不調のサインに早めに

　気づくようにする

 ・相談しやすく働きやすい職場環　

　境整備をする

　・部下の不調に気づいたら声かけし、じっくり聞く。（否定から入らないこと)

　・業務量、業務内容、人間関係等

　・時間外勤務状況

　・休暇取得状況

　・仕事以外のストレス要因など

　・自身での判断が難しい場合は、下記の相談につなぎ、早目の対処方針

　　整理及び対処

　【相談先】

　・統括衛生管理者、衛生管理者、メンタルヘルスサポーター

　・総務課人事担当

　・メンタルヘルス相談会

 ・部下の体調面や家での過ごし方等状況把握(実施時期は必要に応じて)

 ・部下への職場の情報提供(必要に応じて)

 ・定期的に部下の状況を必要に応じて関係者（人事、衛生管理者等）と共有

 ・判断が難しい場合は、復帰に向けての方針を整理し対処

 ・主治医等への相談

【復職前】

・試し出勤対応（半日出勤等）

・復帰に向けての職場環境整備

【復職直後】

・復帰しやすいように、周囲の職員への説明等し、理解協力を求める

・主治医、産業医等の就業上の措置に基づいて（たとえば、時間外勤

務制限等）勤務

・必要に応じて指導上の留意点等主治医連絡相談

(当事者の了解必要)

・半年くらいは経過を見守る

事事業業所所内内外外のの産産業業

保保健健ススタタッッフフがが行行うう

ケケアア

 ・職員・管理職からの相談を受け

　る

　・希望者と面談

　・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

・病気休暇者は全員面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

 産業医と連携

・復職者と全員面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

 産業医と連携

総総務務課課人人事事担担当当のの

行行ううケケアア

 ・メンタルヘルスケア計画立案（安

　全衛生委員会で検討・実施）

 ・個人の健康情報管理

 ・メンタルヘルス相談会開催

 ・外部資源との橋渡し・調整

　・希望者と面談

　・管理職からの相談対応

　・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

・希望者と面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

・希望者と面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

【復職前】

・試し出勤実施に向けて協力支援

【復職後】

・定期面談実施

・適材適所を配慮した人事配置 １０
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

そ の 他 ： 産 業 医 の 役 割

●労働安全衛生委員会

●職場巡視

●過重労働者・高ストレス者面談等

●健康診断後のフォロー

１１

• メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 会 へ の 全 員 参 加

• ス ト レ ス チ ェ ッ ク の 結 果 報 告 会 へ の

全 員 参 加

• 面 談 の 実 施

• 長 時 間 労 働 者 ・ 健 康 診 断 フ ォ ロ ー ア

ッ プ 未 受 診 者 へ の 声 か け

力 を 入 れ て い る 方 策

管 理 職 が 行 う ケ ア

いつものその人を知ること。

早期不調のサインに「気づき」、

「声かけ」し、「じっくり聞く」こと

が上手なマネジメントの鍵。

※必要なところへつなぐ・見守る

[ 具 体 的 内 容 ]

１２
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

現 状

03

計 画 策 定 後 の 琴 浦 町 の 現 状

１３

1.7 %

令和６年８月３１日時点

病休 ・ 休 職者 ： ７ 名 （ 会 計 年 度 任 用 職 員 含 む ）

昨年度からの復職者：５名

フォローアップ対象者：２名

メメンンタタルルヘヘルルスス関関係係をを原原因因ととすするる

病病休休・・休休職職者者のの状状況況

現 状

１４
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

効 果 と 課 題

04

１５

計 画 作 成 の 効 果

管理職が積極的に部下を気にかけるようになるなど変化が現

れた。
管理職の意識の

変化について

誰が見てもわかりやすい計画になっているため、管理職や関

係職員から対応について困っているという相談を受けた際も、

すぐに簡単に対応できるようになった。

わかりやすい支援

体制

１６
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現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町発表概要）

計 画 作 成 の 課 題 と 対 策

計画自体は認知していても、実際にメンタルヘルスを原因とし

た休職者が発生した場合にすぐに対応できない。計画の分析

・検証体制までは取り組めていないため、今後は検討したい。

実効性について

管理職が積極的に関わり復職支援プログラムを実施している

が、本人の復職がうまく進まないことがあり、主治医や産業医、

所属全体の協力と連携強化を図る必要がある。また、休職者

の再発防止に努める必要がある。

復職支援について

管理職（所属長)以外の職員対象研修は任意となっており、参

加者が少ない傾向にある。また、ラインケアよりセルフケア研

修の希望者はより少ない。対策として今年度から若年層職員

（新採用職員）全員を対象に個別相談会の実施。

セルフケアの実施

１７

ご 清 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た
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研究会現地開催に伴う現地調査概要【鳥取県米子市】

　訪問日時：令和 6 年 10 月 4 日（金）
　参加者（計 15 名）:［米子市］職員課、産業医　［鳥取県］市町村課
　　　　　　　　　　［研究会］ 大杉座長、赤津委員、出雲谷委員、齋藤委員、オブザーバー、

事務局

● 産業医の立場から見た地方公務員のメンタルヘルス（産業医）

　米子市では、鳥取大学医学部の医師 2 名に産業医を依頼しており、それぞれの医師が月に 1
度、3 時間程度の時間で面談を実施している。面談は、不調者だけではなく、ちょっとした相
談も可能であり、多くの面談希望者がいる。産業医が復職面談も併せて実施しており、最近は
保健師が同席し、限られた時間で効果的な面談ができるよう連携を行っている。また、産業医
には、計画策定時に意見を聴取するほか、ストレスチェックの総括管理者として高ストレス者
に対するフォローも依頼している。
　産業医の視点から見ると、公務員のメンタルヘルス不調による休職者増加の背景には、休職
制度などの恵まれた労働環境や臨機応変な対応ができない組織体系があるのではないかと考え
ている。いまだに非効率性が放置されている職場がある中で業務の非効率性を是正する仕組み
づくりや、長時間労働や過重労働がある部署に対して、他部署から応援を派遣するなど不調の
要因に対して柔軟なアプローチが必要であると考えている。
　また、復職プロセスにおいても、本人や上司を交えて定期的な面談を行い、復職に向けて自
らが何を努力しないといけないのかを話し合うことで具体的な目標を持って生活をしてもらい
ながら、早期の復職を目指すような取組が必要である。原則として、復職は少なくとも 1 日 8
時間労働ができるレベルに回復したからこそ復職であり、そのレベルに達していないのであれ
ば、治るまで休んでもらうべきである。
　現在の米子市の産業医は嘱託であり、月に 1 回か 2 回しか訪問できていないため、産業保健
師や産業看護師が常駐する健康管理室の整備や復職後の職員が配属できる業務負荷が比較的少
ない部署などがあるとよいと思う。ま
た、全体を見渡し適切な業務分担を行
い、必要に応じて上司に支援を求める
等の管理監督者が果たすべき機能が果
たせていないために、特定の者に負荷
が生じて苦しんでいるケースもあるた
め、そうした役割に合った機能が果た
せるようになることも重要である。

現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（米子市現地調査概要）
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研究会現地開催に伴う現地調査概要【鳥取県琴浦町】

　訪問日時：令和 6 年 10 月 3 日（木）
　参加者（計 18 名）:［琴浦町］町長、総務課、衛生管理者［鳥取県］市町村課
　　　　　　　　　　［研究会］ 大杉座長、赤津委員、出雲谷委員、齋藤委員、オブザーバー、

事務局

● 安全衛生委員会を活用したメンタルヘルス対策の体制

　琴浦町では、メンタルヘルス対策の体系として総務課が全体的な制度運用を行い、所属長や
管理職が各職員への指導・対応を行っているほか、保健師や臨床心理士の資格を持つ職員や安
全衛生委員会のメンバー、事業所内外の産業保健スタッフも関わっている。
　安全衛生委員会は、職員の相談窓口としても機能しており、衛生管理者や専門家につなげる
前段階での相談を受けている。安全衛生委員会の委員は、産業医や総務課職員、衛生管理者の
ほか、職員組合に加入している職員で構成されており、年齢も 30 ～ 40 代の職員や若手の職員
もいるため、直接上司に言いにくいことも言えるような環境になっていると考えている。また、
本庁舎、分庁舎、こども園など、各施設に人を配置し、相談しやすい体制を構築している。相
談内容については、仕事の内容に関することが多い傾向があり、心の相談などについては、専
門家につなげるようにしている。
　また、メンタルヘルス計画についても、安全衛生委員会とも連携して、今後見直しや検証を
行っていきたいと考えている。

現地開催等の概要
第3回研究会鳥取県開催（琴浦町現地調査概要）




